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は じ め に 

 

北九州市立大学都市政策研究所と下関市立大学地域共創センターは、1994 年に『関門地

域共同研究会』を組織し、関門地域に関する共同研究を開始しました。 
関門地域には克服すべき様々な課題があります。そこで関門共同研究会では毎年度、統

一テーマを設定し、両大学の研究者が多様な視点から研究を進めてきました。これまでに

取り組んできた研究テーマは多岐にわたっていますが、いずれの研究も、綿密な実態調査

をもとに様々な切り口から地域の課題を浮き彫りにし、関門地域の振興に役立つことを目

指しています。これらの研究成果は毎年度、『関門地域研究』にまとめて刊行するとともに、

成果報告会を開催して地域の皆様と意見交換会を行ってきました。 
また、研究会設置から約 20 年が経過する中、より一層、関門地域の課題に的確に応える

ことができる共同研究会のあり方に関する協議を行ってきています。2012 年度においては、

北九州市立大学と下関市立大学が、それぞれ関門地域に関するテーマを設定して研究に取

り組み、『関門地域研究』も分冊方式で発行することといたしました。 
北九州市立大学では「女性の仕事の条件」と「広域連携および道州制に関する市民意識」

をテーマに取り組みました。『北九州市立大学編』である本冊は、この 2 テーマについて掲

載しています。 
関門地域共同研究では 2009 年度から継続的に「雇用」の問題に取り組んでおり、これま

で若年者、高年者、女性にそれぞれ着目した研究を行ってきました。人口減少、高齢化が

進展する関門地域において、人々の生活の基礎となる雇用の問題は大きな課題です。この

うち、女性の雇用に関しては 2011 年度から取り組んできたテーマであり、2012 年度は「女

性の仕事の条件」に着目しました。関門地域において、女性の働きやすい社会を形成して

いくことは、経済的視点のみならず、地域社会の活性化の観点からも非常に重要な点です。 
「広域連携および道州制に関する市民意識」については、今年度から着手したテーマで

す。行政や各種団体等が広域的に連携することの重要性は、今後より一層高まっていくこ

とが予想されます。また、道州制を巡る議論も改めて活発化する兆しが見られます。こう

した地方自治のあり方に関わる事項について、関門地域の市民がどのように考えているか、

また、それを踏まえた上で関門地域においてどのような仕組みが望ましいのかを探ろうと

いうものです。今年度は中間報告としてのとりまとめを行っています。 
関門地域共同研究会では、上記テーマ等についての報告会を 2013 年度において開催する

予定です。これらの研究が関門地域の振興に少しでも寄与できればと考えております。報

告会への多くの方のご参加を、心よりお待ち申し上げます。 
 

2013 年 3 月 
2012 年度 関門地域共同研究会会長 

北九州市立大学都市政策研究所長 
古 賀  哲 矢 
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女性の就業条件と仕事中断の要因 
北九州市立大学都市政策研究所 石塚 優 

 

はじめに 

 今年度は昨年度に続き仕事に関する女性の意識について調査を実施し、その結果をまとめた。調

査は昨年同様、女性のみを対象として実施した、つまり仕事に関する女性の意識である。 

 仕事に関する女性の意識は非常に多様であり、今日の就業形態の多様化とともに更に意識面でも

多様化が進んでいる。就業形態や意識に関しては、産業構造に強く影響されると考えられるが、以

下では、多様化に至る経緯や就業率については、昨年度に、産業構造の変を中心に大まかに展望し

たため、今年度は調査結果のみを掲載することにした。しかし、表１に示した通り、高齢化や少子

化、人口減少が予測され、その影響から高年齢者と女性の就業に対しては、就業率の上昇を目標に

した行動指針(表２)が示されている。事業主には 2006 年度の高年齢者雇用安定法により、65 歳ま

での雇用の確保が義務づけられているが、女性に関しては、ワークフライフ・バランス、出産・育

児休業、子育て支援、男女平等参画(性別役割分担、性別職務分離の解消)など、女性の就業に係わ

る課題が多い。その中でも特に女性のＭ字カーブと称される年齢群の就業率上昇への期待が大きく、

結婚や出産を期に仕事から離れるこの時期の就業率を上げる事が大きな課題である。以下では、仕

事に関する女性の意識の現状と共に、この点に焦点を当てて分析・検討を進める。 

 

Ⅰ 人口推計及び仕事と生活の調和推進のための行動指針について 

 

１ 人口減少、少子化・高齢化の進行 

 表１は高齢化の将来推計（社会保障・人口問題研究所2012年）を示している。これよれば、人口

減少傾向はその後も継続し、高齢化率も上昇し続けるが、中位仮定では2020(平成18)年推計時より

も合計特殊出生率を高く設定しており、高齢化率が40％を超えない推計結果を示している。 

この推計の通り、人口減少が進む一方で、高齢化が進行し、生産年齢人口は50％程度まで減少を

続ける。現状のままの合計特殊出生率では中位仮定の推計が当てはまるのであるが、2006年推計で

は中位仮定の合計特殊出生率であったことを考えると、今後、高位仮定に設定した水準を上回るま

で回復する可能性はある。 

事実、西北欧諸国の合計特殊出生率は一部を除き、2000年以降に上昇し、1.8～2,0に近い水準に

まで達している。結婚による出産と結婚にとらわれない出産、子どもが親と長く同居する家族様式

と子どもが親の元から離れるのが早い西北欧等の生活様式や意識の違いは多く存在するため、必ず

しも、日本の合計特殊出生率が上昇するとは言い難いが、1990年代以降、高度経済成長期以降、毎

年上昇を続けていた賃金がの初めて減少し、49歳、50歳代で職を失うなど、年功序列、終身雇用、

福利厚生という日本的経営が失われつつあり、見通しのない不安定な現在の状況下で、合計特殊出

生率が上昇していることは、今後も上昇が見込めることを示唆している。ただし、江戸時代の人口

も同様の傾向を示している。つまり、好況時には出生率が低下し、不況時に出生率が上昇するとい
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う現象である。その要因は明確ではないが、今日と符合する部分もあり、今後の上昇を確約できる

要素は存在しない。また、女性の就業は男女平等参画などの課題も存在する。 

 

表１ 高齢化の将来推計(2012年推計) 

出生率仮定  中位仮定 高位仮定  低位仮定  平成18年12月推計 

［長期の合計特殊出生率］ ［1 .35］ ［1 .60］ ［1.12］ 中位仮定 ［1 .26］

死亡率仮定  死亡中位仮定  男＝83 .67年 

［長期の平均寿命］ ［男＝84.19年］            ［女＝90.93年］ 女＝90.34年 

2010年 12,806万人 12,806万人 12,806万人 12,718万人 

2030年 11 ,662万人 11 ,924万人 11 ,417万人 11 ,522万人 

2055年 9,193万人 9,880万人 8,593万人 8,993万人 

総
人
口 

2060年 8,674万人 9,460万人 7,997万人   

きはひひひひおこす

2010年 
1,684万人13.10% 1,684万人13.10% 1,684万人13.10% 1,648万人13.00% 

2030年 1 ,204万人10.30% 1 ,432万人12.00% 999万人8.70% 1 ,115万人9.70% 

2055年 861 万人9.40% 1 ,140万人11 .5％ 638万人7.40% 752万人8.40% 

年
少
人
口 

2060年 791 万人9.10% 1 ,087万人11 .5％ 562万人7.00%   

2010年 8,173万人63.80% 8,173万人63.80% 8,173万人63.80% 8,128万人63.90% 

2030年 6,773万人58.10% 6,807万人57.10% 6,733万人59.00% 6,740万人58.50% 

2055年 4,706万人51 .2% 5,114万人51 .8% 4,330万人50.40% 4,595万人51.10% 

生
産
年
齢
人
口 

2060年 4,418万人50.90% 4,909万人51 .9% 3,971 万人49.70%   

2010年 2,948万人23.00% 2,948万人23.00% 2,948万人23.00% 2,941 万人23.10% 

2030年 3,685万人31 .6% 3,685万人30.90% 3,685万人32.30% 3,667万人31 .8% 

2055年 3,626万人39.40% 3,626万人36.70% 3,626万人42.20% 3,646万人40.50% 

６
５
歳
以
上
人
口 

2060年 3,464万人39.90% 3,464万人36.60% 3,464万人43.30%   

 

２ 就業形態の多様性と今日の問題 

 少子化・高齢化、人口減少に対応するために、労働力として余力があるとされる女性と高年齢者

の就業率を上げる試みが実施されている。表２はその試みの一つの例であるが、これは高齢化に伴

う生産年齢人口の減少を補うことを目的としているように見える。2006年の高年齢者雇用安定法は

2013年度を目標に65歳までの雇用の確保（形態は問わない）を事業主に義務づけた。2013年から
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は61歳定年制が実施される。定年年齢は目標年度(2025年)に65歳に引き上げられることになる。 

 

表２ 仕事と生活の調和推進のための行動指針（数値目標） 

数値目標 

Ⅰ 就労による経済的自立が可能な仕事 目標値 

①就業率 現状（％） ５年後(2012)(％) 10年後(2017)（％）

20～34歳男性 90.3 93～94 93～94

25～44歳女性 64.9 67～70 69～72

60～64歳男女計 52.6 56～57 60～61
年齢群 

65～69歳男女計 34.6 37  38～39

Ⅲ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 目標値 

⑪第一子出産前後の女性の継続就業率 38.0 45  55 

女性72.3 80  80 
⑬男女の育児休業取得率 

男性0.50 5  10 

⑭６歳未満の子どもをもつ男性の育

児・家事関連時間 
１日当たり60分 １時間45分 ２時間30分

平成22年版子育て・子ども白書（ワーク・ライフバランス官民トップ会議決定2007.12.8)から作成 

Ⅰ、Ⅲ、①⑪⑬⑭は数値目標の中に掲げられた項目の番号を示す。 

  

一方で女性の就業率を上昇させるためには、定年年齢を引き上げる等の単純な方策では実

現しない。女性の就業率の上昇や仕事に関する意識に影響する要因として、性別役割分担や

性別職務分離（基幹労働力・能力・成果主義と補助的労働力）などがある。女性を取り巻く

就業環境はこれらだけに留まらず、不安定な派遣労働や契約、嘱託、パート・アルバイトの

多くが女性であり、高齢化・少子化による介護や子育ての負担とともに、女性の就業環境に

影響している。出生率の低下は将来の労働力不足に帰結するが、女性の就業形態は多様であ

り、就業率の上昇はみかけのみで実質を示しているとはいえない面がある。目標値としては

正規社員、契約社員、派遣社員、時間労働などの就業形態を区分して設定する必要があるだ

ろう。 

 表３には1953年以降の５年毎の国の労働力率の推移を示した。これを見ると、産業構造の変化と

ともに人口高齢化の影響が大きいことが分かる。高齢化による65歳以上人口の増加にともない、15

歳以上人口に対する労働力率は低下する。高齢化の進展が労働力率を低下させる要因であり、今日

の労働力不足の懸念と高年齢者や女性の労働力活用はそこに起因している。 

この両者が要因となりの男性の労働力率は一貫して低下傾向を示しているが、特に2000年代の低

下が急である。女性の場合は、1950 年代は安定している。1960 年以降に低下傾向を示し、1975 年

に底になり、その後上昇傾向を示すが、1990年、95年の50％程度で上昇は止まり、その後も1950
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年代の水準には回復していない。しかし、女性の平均余命の伸びが60歳から70歳に伸びるのに要

した時間が10年(男性は20年)、70歳から80歳では20年程度であることから、15歳以上を女性の

労働力率とした場合の人口高齢化の影響は大きい。 

 

表３ 労働力率(15歳以上人口)の推移 

年次 全体 男性 女性 年次 全体 男性 女性 

1953 70.0  86.4  56.6 1985 63.0 78.1 48.7 

1955 70.8  85.9  56.7 1990 63.3 77.2 50.1 

1960 69.2  84.4  54.5 1995 63.4 77.6 50.0 

1965 65.7  81.7  50.6 2000 62.4 76.4 49.3 

1970 65.4  81.8  49.9 2005 60.4 73.3 48.4 

1975 63.0  81.4  45.7 2006 60.4 73.2 48.4 

1980 63.3  79.8  47.6 2013 56.3 67.0 48.4  

平成19年版国民生活白書(総務省「労働力調査」による)。2013年2月は総務省「労働力調査」より 

 

３ 有配偶女性の就業率の変化 

 表４に示す通り、高度経済成長で一端低下した女性の就業率は1975年以降は上昇傾向を示したも

のの、1990年代以降は停滞している。有配偶女性の就業率も同様の傾向を示しているが、未婚女性

の就業率は上昇傾向にある。 

 

表４ 女性労働力人口比率 (％) 

 総数  未婚  有配偶   死別・離別 

1975年 45.7 54.4 45.2 36.1  

1980年 47.6 52.6 49.2 34.2  

1990年 50.1 55.2 52.7 32.3  

1995年 50.0 59.2 51.2 32.0  

2000年 49.3 62.2 49.7 31.0  

2005年 48.4 63.0 48.7 29.4  

2010年 48.5 63.4 49.2 29.5  

総務省統計局「就業構造基本調査」から 

 

 これだけの資料からは明確にいえないが、有配偶女性も含めた女性の就業意識が高度経済成長期

以降に変化していることを示唆しいると見ることもできる。高度経済成長期に実現された家事専業

という有配偶女性の理想の実現は、人権の観点や高学歴化、家庭の電化等を背景にゆらぎを見せて
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いるとともに、なによりも女性が家事・育児のみならず、自己の能力を発揮することを望み、それ

を実行する場として仕事を選び出しているともいえる。 

 

４ 女性の結婚に対する意識の変化 

 表５は平均初婚年齢の推移を示している。これに示す通り、男女ともに初婚年齢が上昇し続けて

いるが、1980年代以降の女性の初婚年齢の上昇が著しい。1960年代までは「結婚適齢期」が存在し

たが、現在では消滅している（1992年版国民生活白書）。 

 この要因として指摘されていることは、仕事、家事分担、豊かさ、親との同居である。仕事で男

女の機会均等を実現しても、「女性は仕事をもつのはよいが、家事・育児はきちんとすべきである」

という意識に典型的に示される仕事と家事の両立への圧力や形式的な昇任・昇格制度に付随する性

別職務分離・成果主義などが女性の就業率や合計特殊出生率の阻害要因である。また、出会いが少

ないことも要因であるが、豊かさや親との同居は結婚の条件のミスマッチ（男女とも容貌が条件と

して高い順位を占めるが、女性は高収入を望む順位が高いなど）となる。長期間の家族との同居と

いうパラサイトシングルは日本の特徴とされるが、スペイン、ギリシャ、イタリアなど親と長期間

同居する女性が多い国ほど合計特殊出生率が低い傾向がある。親により衣食住は充足され、自らの

収入を自由に使えるために結婚相手にはその水準を継続できる相手を望む。 

 結婚にともなう生活水準の低下や性別役割分業を嫌い、仕事の面では性別職務分離の壁と取り組

む女性は結婚か仕事かの選択決定を後に延ばすことで、初婚年齢が上昇しているといえようか（結

婚をしたくないのではなく、条件を満たす相手との出会いがない）。 

 

表５ 平均初婚年齢の推移 

年次 男性 女性 年次 男性 女性 

1908 26.8  22.9 1960 27.2 24.4 

1910 27.0  23.0 1965 27.2 24.5 

1915 27.4  23.2 1970 26.9 24.2 

1920 27.4  23.2 1975 27.0 24.7 

1925 27.1  23.1 1980 27.8 25.2 

1930 27.3  23.2 1985 28.2 25.5 

1935 27.8  23.8 1990 28.4 25.9 

1940 29.0  24.6 1995 28.5 26.3 

1947 26.1  22.9 2000 28.8 27.0 

1950 25.9  23.0 2005 29.8 28.0 

1955 26.6  23.8 

平成19年版国民生活白書(厚生労働省「人口動態統計」)より作成 

 



6 

５ 就業形態の多様化 

 雇用に関する一連の法律としては、労働基準法（1947年）、男女雇用機会均等法（1985年）、改正

男女雇用機会均等法（1997 年）、改正労働基準法（1999 年）、改正男女雇用機会均等法（2006 年）

等がある。これらの法律は男性労働者の保護規制（８時間労働）や女子労働者の深夜業禁止から、

男女平等を推進するための女子保護規制の撤廃や、女性の深夜労働の制限撤廃（1999年の改正労働

基準法）などへと改正されるとともに、性別を理由とする差別の禁止や事業主の雇用管理上の措置

義務としてセクシュアルハラスメントの防止、妊産婦の母性健康管理などの義務を含む内容へと変

化している。 

 また、労働者派遣法（1986年）は、基本的考え方として専門的業務、もしくは特別の雇用管理を

要する業務に限定して、労働力需給を迅速に結びつけるための派遣を認める内容であった。そのた

め適用対象業務を限定し、派遣期間にも一定の規制を設け、派遣による常用雇用の肩代わりを制限

した。しかし、1996年、1999年と改正を重ねるに従い対象業務は拡大し、2003年改正時には、1999

年改正では対象業務から外されていた「製造」業務を対象業務を含める規制緩和が行われた。派遣

期間も最長１年から３年に延長され、拡大した対象業務で働く不安定な派遣労働者にとり、多少の

安定をもたらす反面で、派遣労働者の長期雇用が常用雇用を抑制する働きが強くなるという問題を

同時に含んでいる。 

このため、今日、女性のみならず、就業形態の多様化が認められる。職場には正規社員の他に派

遣社員、契約社員、パートタイマー、アルバイト、請負社員、業務請負、再雇用など多様に存在し、

派遣社員の３年、契約社員の１年更新で更新回数の制限付きなどの有期労働者が混在する。職場の

中で「派遣さん」「請負さん」などと呼ばれる雇用区分が存在するのである。 

 女性の就業率や仕事に関する意識に影響する要因として、性別役割分担や性別職務分離（基幹労

働力・能力・成果主義と補助的労働力）などについて上述した。女性を取り巻く就業環境はこれら

だけに留まらず、高齢化・少子化が女性の就業環境に影響している。出生率の低下は将来の労働力

不足に帰結し、労働力として余力があると見なされる高年齢者と女性の就業率を上げる政策が実施

されている。2006年の高年齢者雇用安定法は2013年度を目標に65歳までの雇用の確保（形態は問

わない）を事業主に義務づけた。同様に女性の就業率の上昇を目標値として設定した政策が考えら

れている（表８）。しかし、女性の就業形態は多様であり、労働力率の上昇はみかけのみで実質を示

しているとはいえない面がある。目標値としては正規社員、契約社員、派遣社員、時間労働などの

就業形態を区分して設定する必要があるだろう。 
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Ⅱ 調査の手続きと基本属性 

 

 上記に大まかに概観した女性の仕事の動向と背景を踏まえて、以下では女性を対象とした仕事に

関する意識調査結果を検討する。ここでは調査の手続きと対象者の基本属性をまとめている。 

 

１ 調査の概要 

（１）調査対象 

  調査対象は北九州市に居住する20～65歳未満の女性。 

（２）対象者数 

  対象者数は2,000人。 

（３）調査期間 

  平成25(2013)年2月6日～28日 

（４）調査方法及び対象者の選び方 

  調査方法は選挙人名簿から平成25(2015)年 2月時点で20～65歳未満の人を無作為抽出法によ

り選び、郵送（配送）により送り、回答後に返送してもらう方法で実施した。 

（５）回収率等 

  ①回収率等 

 配布票数   2.000 

   返送票数     705 

     有効票数        705 

有効回収率   35.3％ 

（６）調査内容等：調査内容は末尾に添付した調査票を参照。 

 

２ 調査対象者の基本属性 

（１）年齢構成 

表６ 年齢構成(５歳区分) 

年齢区分 人数 構成比 年齢区分 人数 構成比 

全体 705 100.0   

20～24歳 35 5.0 50～54歳 92 13.0

25～29歳 55 7.8 55～59歳 91 12.9

30～34歳 61 8.7 60～64歳 129 18.3

35～39歳 78 11.1 65歳以上 10 1.4

40～44歳 81 11.5 不明 4 .6

45～49歳 69 9.8
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対象者の年齢構成は表６の通りである。表７に示した年代別では、20歳代が少なく、50歳代が多

い。 

 

表７ 年齢構成(年代区分) 

 人数 構成比 

全体 705 100.0

20歳代 90 12.8

30歳代 139 19.7

40歳代 150 21.3

50歳代 183 26.0

60歳以上 139 19.7

不明 4 .6

 

（２）同居家族 

 同居家族数は表８の通りである。「親・子・孫」と「その他の祖父母・子・孫」は構成として同じ

であるが、回答者との関係からの違いである。「子世代との二世代家族」と「親世代との二世帯家族」

の動機家族が約半数を占め、最も多いのは「子世代との同居家族」である。続いて「夫婦のみ家族」

が多い。「親・子・孫の三世代家族」と「その他（祖父母・親・子の三世代家族）」を同じ構成とす

ると「親世代との二世代家族」と同程度になる。「ひとり暮らし」は１割に満たない。これは年齢構

成から見ても年齢の低い世代の回答が少ないことを反映していると推測できる。 

 

表８ 同居家族数 

 人数 構成比 

ひとり暮らし 71 10.1

夫婦のみ 158 22.4

親世代との二世帯家族 135 19.1

子世代との二世代家族 211 29.9

親・子・孫の三世代家族 37 5.2

その他（祖父母・親・子等） 81 11.5

不明 12 1.7
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（３）配偶者の有無 

 表９は配偶関係を示している。「既婚」が約７割。「未婚」が約２割である。以下では、全体は省

略している。 

 

表９ 配偶者の有無 

 人数 構成比 

未婚 148 21.0

既婚 469 66.5

離別・死別など 84 11.9

不明 4 .6

 

 

（４）小学生までの子どもの有無 

 表10は小学生就学前の子どもの有無を示している。年齢構成等を反映して「いない」人が８割以

上を占める。 

 

表10 小学生就学前の子どもの有無 

 人数 構成比 

いる 106 15.0

いない 592 84.0

不明 7 1.0

 

 

（５）現在の住まい 

 

表11 現在の住まい 

 人数 構成比 

一戸建て(借家) 33 4.7 

一戸建て(持ち家) 329 46.7 

アパート・マンションなどの集合住宅(借家) 128 18.2 

アパート・マンションなどの集合住宅(持ち家) 133 18.9 

勤め先の寮や職員住宅 15 2.1 

公団や市営・県営などの公営住宅 57 8.1 

その他 6 .9 

不明 4 .6 
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 表11は現在の住まいを示している。「持ち家(一戸建てと集合住宅)」が65.5％を占めている。地

方都市の特徴である「一戸建て持ち家」率が高く半数近くを占めているのに対して、「集合住宅の持

ち家」は「集合住宅の借家」と同水準で少ない。公営住宅や職員住宅は少ない。 

 

（６）居住年数 

 居住年数は「10 年以上」が４割以上で最も多いが、、これに「生まれてからずっと」を加えると

８割以上を占め、大部分が長期居住者である。 

 

表12 居住年数 

 人数 構成比 

1年未満 15 2.1

1年以上～5年未満 56 7.9

5年以上～10年未満 43 6.1

10年以上 343 48.7

生まれてからずっと 248 35.2

 

 

（７）現在の仕事の有無 

表13の通り、「現在仕事をしている」人は７割近くを占める。 

 回答者の母集団に比べて労働力率はかなり高く、仕事をしている人が多く回答したことを示して

いる。 

 

表13 現在の仕事の有無 

 人数 構成比 

している 479 67.9

していない 226 32.1

 

 

以下では、調査結果を用いて、①現在仕事をしている人の意識と離職期間の有無、②現在仕事を

していないが仕事をした経験のある人の意識、③離職の要因について検討する。 
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Ⅲ 仕事をしている人の基本属性、職種、就業形態、仕事の期間など 

 

 ここには仕事をしている人の基本属性、職種、離職の有無などの調査結果を示している。 

 

１ 仕事をしている人の基本属性 

（１）年齢構成 

表14に現在仕事をしている人の年齢構成（５歳区分）を示している。５歳区分では35歳以上が

10％以上である。 

 

表14 仕事をしている人の年齢構成（５歳区分） 

 人数 構成比 

合計 479 100.0

20～24歳 21 4.4 

25～29歳 41 8.6 

30～34歳 40 8.4 

35～39歳 55 11.5 

40～44歳 62 12.9 

45～49歳 53 11.1 

50～54歳 70 14.6 

55～59歳 64 13.4 

60～64歳 66 13.8 

65歳以上 3 0.6 

不明 4 0.8 

 

表15 年代区分 

 人数 構成比 

20歳代 62 12.9 

30歳代 95 19.8 

40歳代 115 24.0 

50歳代 134 28.0 

60歳以上 69 14.4 

不明 4 0.8 

 

 この年齢構成は各年齢の就業率が同じでも回答者数の多少に影響される見かけ上の数値である。

以下の図１は年齢10歳区分(年代)の現在「仕事をしている人」と「していない人」の構成比を図で
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示している。 

 この図によると20歳代、30歳代よりも40～50歳代の就業率が高い。回答者数も年齢が高いほ

ど多くなる傾向であるから、表14～15の仕事をしている人の構成比はこのように、年齢別の回答者

数と就業率が反映している。 

 

図１ 各年代の仕事の有無 

68.9

68.3

76.7

73.2

49.6

31.1

31.7

23.3

26.8

50.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

仕事をしている 仕事をしていない
 

 

（２）家族構成 

 表16は仕事をしている人の家族構成を示している。これによると子世代との二世代家族が最も多

く、親世代との二世代家族がこれに次いでいる。 

 

表16 家族構成 

 人数 構成比 

ひとり暮らし 57 11.9 

夫婦のみ 91 19.0 

親世代との二世帯家族 104 21.7 

子世代との二世代家族 133 27.8 

親・子・孫の三世代家族 27 5.6 

その他（祖父母・親・子等） 58 12.1 

不明 9 1.9 

 

（３）配偶者の有無 

 表17は仕事をしている人の配偶関係を示している。既婚が約６割で全体よりも少なくなっている。 
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表17 配偶者の有無 

 人数 構成比 

未婚 117 24.4 

既婚 287 59.9 

離別・死別など 71 14.8 

不明 4 0.8 

 

（４）就学前の子どもの有無 

 表18は仕事をしている人の就学前の子どもの有無を示している。就学前の子どものいない人が全

体よりも少し多い。 

 

表18 就学前の子ども有無 

 人数 構成比 

いる 56 11.7 

いない 416 86.8 

不明 7 1.5 

 

 

（５）住宅の形態 

 表19は仕事をしている人の住宅の形態を示している。一戸建て持ち家率が全体よりも多少高くな

るが、持ち家率は全体と大差がない。 

 

表19 住宅 

 人数 構成比 

一戸建て(借家) 25 5.2 

一戸建て(持ち家) 229 47.8 

アパート・マンションなどの集合住宅(借家) 89 18.6 

アパート・マンションなどの集合住宅(持ち家) 87 18.2 

勤め先の寮や職員住宅 6 1.3 

公団や市営・県営などの公営住宅 34 7.1 

その他 5 1.0 

不明 4 0.8 
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（６）居住年数 

 表 20 は仕事をしている人の居住年数を示している。10 年以上が９割近くを占めている。他に転

居したことのない、うまれてからずっとという人も４割近く存在する。 

 

表20 居住年数 

 人数 構成比 

1年未満 8 1.7 

1年以上～5年未満 28 5.8 

5年以上～10年未満 30 6.3 

10年以上 232 48.4 

生まれてからずっと 181 37.8 

 

 

２ 仕事をしている人の職種と就業形態 

（１）職種 

 職種で多いのは「事務系」「販売」「医療系専門職」「その他の専門職」である。「事務系」が

約２割であるが、他の「販売」「医療系専門職」「その他の専門職」は１割を超えても僅かであり、

これ以外は１割に満たず、職種は多様である。 

 

表21 仕事をしている人の職種 

 人数 構成比 

合計 479 100.0 

自営業・会社経営 46 9.6 

事務系(一般、営業事務等) 98 20.5 

技術・技能系(製造・加工・組立・建設等) 19 4.0 

通信系技術者(パソコン、プログラミング・情報処理) 2 0.4 

販売(商品販売、店員、セールス) 64 13.4 

公務員 25 5.2 

事務系専門職(医療事務、オペレータ等) 19 4.0 

医療系専門職(医師・薬剤師・保健師等) 58 12.1 

その他の専門職(弁護士、教員、福祉系専門職等) 59 12.3 

その他 68 14.2 

不明 21 4.4 
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（２）就業形態 

 表22の通り、現在仕事をしている人の就業形態は「正社員・正規職員」が最も多く約４割、「パ

ート・アルバイト」が約３割である。昨年の調査では「正社員・正規職員」は北九州市よりも下関

市が多く45.5％であり、「パート・アルバイト」は北九州市の方が多く33.2％であった。この両者

の構成は北九州市に関しては、今回の調査でも大差がなかった。これらの他は１割に満たないが、

「派遣・契約社員」が約５％であり、昨年度の調査（7.9％）よりは構成比が下がっている。 

 

表22 仕事をしている人の就業形態 

 人数 構成比 

自営・会社経営 27 5.6 

家族従業者 34 7.1 

正社員・正規職員 203 42.4 

派遣・契約社員 26 5.4 

パート・アルバイト等 151 31.5 

嘱託等 17 3.5 

臨時・日雇い、内職、その他等 11 2.3

不明 10 2.1 

  

派遣が３年（３年後に派遣継続要請が事業主からなければ派遣止め）、契約が１年更新（更新回数 

制限が設定されている場合もある）、パート・アルバイトは半年の契約期間でボーナスなし、さらに

雇用形態が異なる短時間勤務の「嘱託等」など、同じ仕事内容でも同じ事業所、同じ職種の中に雇

用区分があったりする。派遣・契約、パート・アルバイト、嘱託等の三者で４割を超える。 

 

（３）現在仕事をしている人の就業年数と仕事の中断の有無 

 

表23 仕事をしている人の現在の勤務年数 

 人数 構成比 

1年未満～4年 148 30.9 

5～9年 105 21.9 

10～14年 71 14.8 

15～19年 33 6.9 

20～24年 36 7.5 

25～29年 22 4.6 

30年以上 47 9.8 

不明 17 3.5 
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表24 平均勤務年数 

平均年数 最小値 最大値 

11.45 0.4 43

 

 仕事をしている人の年齢構成は40歳以上が約66％であるが、表23に示した勤務年数の20年以

上は約２割である。表24の平均勤務年数は11.45年である。 

この結果は、学校等を卒業後から中断があるなど、働き続けている訳ではないことが予測できる。

現在仕事をしている人の就業年数は 10 年未満が約５割を占めている。10～20 年未満は約２割であ

る。前回の調査でも20年以上は17.7％であった。この中断の有無を尋ねた結果が表25、26である。 

 

 

（４）仕事の中断の有無と理由及び中断期間 

現在仕事をしている人で７割以上が仕事の中断をしている。 

 

表25 子育てや介護・世話などの理由による仕事の中断の有無 

 人数 構成比 

ある 346 72.2 

ない 131 27.3 

不明 2 0.4 

 

 仕事を中断した理由は表26の通り約５割が「結婚や育児」である。 

 

表26 仕事の中断の理由(複数回答) 

 人数 構成比 

回答対象者数 346

結婚や育児 168 48.6 

家族の反対 2 0.6 

勤務先の都合 68 19.7 

その他 131 37.9 

不明 3 0.9 

 

 仕事を中断した期間は１年未満が44.8％で、最も多い。続いて１年以上５年未満が23.4％であり、

この両者で７割近くを占める。中断期間は比較的短期間である。Ｍ字カーブでいわれるように、出

産から子育てがほぼ終わってから再び仕事を始めるという、15年以上の中断は6.3％の少数派であ

る。 
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表27 仕事中断の期間(複数回答) 

 人数 構成比 

1年未満 155 44.8 

1年以上～5年未満 81 23.4 

5年以上～10年未満 56 16.2 

10年以上～15年未満 27 7.8 

15年以上～20年未満 17 4.9 

20年以上 5 1.4 

不明 5 1.4 

 

 

（５）仕事再開時の希望する仕事の有無 

 

表28 仕事再開時に希望の仕事の有無 

  人数 構成比 

あった 231 66.8 

なかった 110 31.8 

不明 5 1.4 

  

仕事を中断した後で再開する際に、希望する仕事があった人は66.8％であり、希望する仕事がな

かった人は約３割である。多くの人は希望する仕事を再開できていることになる。 

 

（６）仕事の満足度 

 

表29 現在仕事をしている人の仕事の満足度 

 人数 構成比 

合計 479 100.0 

満足 142 29.6 

やや満足 116 24.2 

どちらともいえない 111 23.2 

やや不満 39 8.1 

不満 19 4.0 

やめたい 19 4.0 

できれば仕事をしたくない 26 5.4 

不明 7 1.5 
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 現在仕事をしている人の仕事の満足度は「満足」が最も多く約３割である。続いて多いのは「や

や満足」であり、この両者を合わせると満足している人が５割を超えている。「不満」や「やや不満」

は合わせても12.1％であり、「仕事をやめたい」と「仕事をしたくない」を合わせた9.4％を加えて

も２割程度である。今の仕事に満足している人の方が多いという結果である。 

 

（７）仕事の収入の家計での位置づけ 

 仕事をしている人の収入は家計の余裕のためや、不足分を補うための補助的収入という位置づけ

が約４割、生活のための主たる収入という位置づけが約３割である。自分で使える収入となってい

る人も約２割存在する。 

 

表30 収入の家計の位置づけ 

 人数 構成比 

主たる収入 158 33.0 

補助的収入 197 41.1 

自分で使う収入 88 18.4 

どちらともいえない 32 6.7 

不明 4 0.8 

 

 以上の仕事の中断に関する部分は、以下のⅥでもう少し詳細に検討している。 
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Ⅳ 現在仕事をしていない人の基本属性、理由、仕事への意欲、経験、職種など 

 

１ 仕事をしていない人の基本属性 

（１）年齢構成 

 仕事をしていない人の年齢は、表31の年齢５歳区分の通り、年代が高くなるほど増加する。年代

で見ると60歳以上が最も多く、次いで50歳代が多いという結果である。一方で、30歳代が40歳

代よりも多いということは、仕事の中断を示唆しているように見える。 

 ただし、この数値も上述した「仕事をしている人」の年齢構成と同様、年齢別の回答者数と図１

で示した就業率が反映している。 

 

表31 仕事をしていない人(226人)の年齢構成 

  人数 構成比 

合計 226 100.0

20～24歳 14 6.2 

25～29歳 14 6.2 

30～34歳 21 9.3 

35～39歳 23 10.2 

40～44歳 19 8.4 

45～49歳 16 7.1 

50～54歳 22 9.7 

55～59歳 27 11.9 

60～64歳 63 27.9 

年齢５歳区分 

65歳以上 7 3.1 

20歳代 28 12.4 

30歳代 44 19.5 

40歳代 35 15.5 

50歳代 49 21.7 

年代区分 

60歳以上 70 31.0 
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（２）家族構成 

 仕事をしていない人の家族構成は子世代との二世代家族と夫婦のみが多い。配偶関係では既婚が

８割を占めているため、配偶者の収入があることや、就学前の子どもがいない人が８割近くを占め

ていることから年齢が高い人が多いと予測できる。 

 

表32 仕事をしていない人の家族構成、配偶者の有無 

  人数 構成比 

ひとり暮らし 14 6.2 

夫婦のみ 67 29.6 

親世代との二世代家族 31 13.7 

子世代との二世代家族 78 34.5 

親・子・孫などの三世代家族 10 4.4 

その他 23 10.2 

家族構成 

不明 3 1.3 

未婚 31 13.7 

既婚 182 80.5 配偶者の有無 

離別など 13 5.8 

いる 50 22.1 
就学前の子ども有無 

いない 176 77.9 

 

（３）住宅や居住年数 

表33 仕事をしていない人の住宅、居住年数 

  人数 構成比 

一戸建て借家 8 3.5 

一戸建て持ち家 100 44.2 

アパート・マンション等集合住宅借家 39 17.3 

アパート・マンション等集合住宅持ち家 46 20.4 

勤め先の寮や職員住宅 9 4.0 

公団や市営・県営住宅等の公営住宅 23 10.2 

住宅 

その他 1 0.4 

1年未満 7 3.1 

1年以上～5年未満 28 12.4 

5年以上～10年未満 13 5.8

10年以上 111 49.1 

居住年数 

生まれてからずっと 67 29.6 
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 住宅は持ち家が６割以上で、居住年数は10年以上が多いことは、年齢が高い人が多いことを示唆

している。 

 

２ 仕事をしていない理由と仕事の経験 

（１）仕事をしていない理由 

現在仕事をしていない理由としては、「子どもの世話や育児」が最も多く、26.1％である。「家族

の世話や介護」が19.5％であり、この両者で45.6％になる。続いて「希望する仕事がない」が16.8％

であるが、二番目に多い理由は「仕事をしなくても困らない」の24.8％である。 

「希望する仕事」とは自分がしたいと決まっている仕事なのか、自分がしたいと思う仕事がわか

らない(決まっていない)ためなのかは不明である。 

回答の「その他」が２割を占めているが、この内容は「学生」「定年退職（自分の都合でも含む）」

が最も多い(8人)、「希望する仕事がない」「採用されない」「探している」等が続いて多く(7人)、

「親の介護」「出産」「子育て中」「結婚」「保育所が決まらず」等が５人、「解雇された」、「会社の都

合でやめた」「配偶者が転勤」「ボランティアをしている」などである。この「その他」の中で、表

中の①「子どもの世話や育児」、②「家族の世話や介護」、③「希望する仕事がない」に該当する内

容も含まれており、これらを加えると①～③の比率はもう少し高いことになる。 

 

表34 仕事をしていない理由(複数回答) 

 人数 構成比 

合計 226 100.0 

仕事をしなくても困らない 56 24.8 

自分の病気・病弱 26 11.5 

①子どもの世話や育児 59 26.1 

②家族の世話や介護 44 19.5 

③希望する仕事がない 38 16.8 

家族が反対 10 4.4 

仕事の技能・資格習得のため 8 3.5 

できば仕事をしたくない 16 7.1 

その他 46 20.4 

不明 18 8.0 

 

（２）仕事をしていない人の仕事への意欲 

 現在仕事をしていない人が仕事をしたくないと思っているとは限らず、「できれば仕事をしたい」

も含めると、仕事をしたいと思っている人は７割以上である。 
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表35 仕事をしていない人の仕事の意欲 

 人数 構成比 

ぜひしたい 52 23.0  

できればしたい 92 40.7  

できればしたくない 39 17.3  

仕事をしたくない 27 11.9  

不明 16 7.1  

  

また、仕事をしていない人の中で仕事をした経験のある人は９割以上を占める。 

 

表37 仕事をしていない人の仕事の経験 

 人数 構成比 

仕事をしたことがない 10 4.4  

仕事をしたことがある 215 95.1  

不明 1 0.4  

 

３ 仕事をしたことのある人の職種と就業形態 

（１）仕事をしたことのある人の職種 

表38 仕事をした経験のある人の職種(複数回答) 

2013年調査 2012年調査 
 

人数 構成比 人数 構成比 

合計 215 100.0 144 100.0 

自営業・会社経営 10 4.7 5 3.5 

事務系(一般、外勤事務) 104 48.4 70 48.6 

技術・技能系(製造・加工・組立・建設等) 23 10.7 14 9.7 

通信系技術者(パソコン、プログラミング・情報処理) 4 1.9 1 0.7 

販売(商品販売、店員、セールス) 67 31.2 59 41.0 

運輸(敗訴運転手・助手、荷役等作業) 2 0.9 2 1.4 

公務員 10 4.7 6 4.2 

事務系専門書(医療事務、オペレータ等) 13 6.0 11 7.6 

医療系専門書(医師・薬剤師・保健師等) 19 8.8 13 9.0 

その他専門書(弁護士、教員、福祉系専門職等) 22 10.2 14 9.7 

その他 34 15.8 19 13.2 

不明 1 0.5 1 0.7 
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 表38は仕事の経験のある人の職種を示している。これが示す通り、「事務系」と「販売」が多い。

2012年調査に比べると今回の調査では「販売」が約10ポイント低下している。「その他」には清掃、

介護、栄養士や歯科助手、幼稚園教員、飲食店店員、ホテルフロント、コーディネーター等か含ま

れ、多様である。 

 

（２）仕事の経験のある人の就業形態 

 表39は仕事の経験のある人の就業形態を示している。複数回答であり、総計が100.0％を超えて

いることから、これまでに複数の就業形態を経験していることが分かる。 

表の通り、就業形態は「正社員・正規職員」が７割以上であり、前回調査も同様である。続いて

多いのは「パート・アルバイト」で、前回調査ともに４割以上を示している。この結果は「正社員・

正規職員」から一端退職し「パート・アルバイト」をしたとも予測できる。 

 

表39 仕事の経験がある人の就業形態(複数回答) 

2013年調査 2012年調査 
 

人数 構成比 人数 構成比 

合計 215 100.0 144 100.0 

自営・会社経営 9 4.2 2 1.4 

家族従業者 5 2.3 5 3.5 

正社員・正規職員 159 74.0 110 76.4 

派遣・契約社員 24 11.2 23 16.0 

パート・アルバイト等 92 42.8 63 43.8 

嘱託等 7 3.3 4 2.8 

臨時・日雇い等 13 6.0 7 4.9 

内職 8 3.7 4 2.8 

その他 2 0.9 － － 

不明 0 0.0 1 0.7 

 

 

４ 仕事をしていた期間とやめてからの期間 

（１）仕事をしていた年数 

 表 40 は仕事をしたことのある人の仕事をしていた年数を示している。これによると、10～14 年

が最も多く、5～9 年が続いて多い。1 年未満～4 年に関しては、出産・育児休暇とも見ることがで

きるが、年齢構成では 50 歳代、60 歳代で５割を占めることから、仕事の期間が短く、中断が複数

回あると推測できる。 

 表41には仕事をしていた年数の平均を示している。最大年数も平均年数も共に仕事をしている人
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よりも大きいことは、定年退職により仕事をしていない人も含まれることを示唆している。 

 

表40 仕事をしていた年数 

 人数 構成比 

1年未満～4年 27 12.6 

5～9年 44 20.5 

10～14年 55 25.6 

15～19年 25 11.6 

20～24年 23 10.7 

25～29年 7 3.3 

30年以上 22 10.2 

不明 12 5.6 

 

表40 仕事をしていた平均年数 

平均値 最小値 最大値 

13.71 0.4 45 

 

 

（２）仕事をやめてからの期間 

 仕事をやめてからの期間は、表41の通り、1～5年未満が最も多い。10年未満が次に多いのであ

るが、この主たる理由は、次に示した仕事をやめた理由で最も多い「結婚や育児のため」と推測で

きる。 

 

表41 仕事をやめてからの期間 

 人数 構成比 

1年未満 30 14.0 

1年以上～5年未満 62 28.8

5年以上～10年未満 43 20.0 

10年以上～15年未満 34 15.8 

15年以上～20年未満 11 5.1 

20年以上 32 14.9 

不明 3 1.4 
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５ 仕事をやめた理由と仕事の満足度と意欲 

（１）仕事をやめた理由  

表41には仕事をやめた理由を示した。これによると、「結婚や育児」が５割以上で最も多いこと

から、結婚や出産・育児が契機となっている人が多いことが分かる。続いて多いのは「その他」で

ある。 

この中には「出産・子育て」が５人含まれており、「結婚や育児」にこれを加えると約 55％にな

る。「その他」には「病気」が10人、「定年」が７人、「親の介護・世話」と「転居」が各６人、「人

間関係（セクハラも含む）」が５人などと共に、「資格取得のため」や「契約が切れたため」等も含

まれる。 

 

表41 仕事をやめた理由(複数回答) 

 人数 構成比 

結婚や育児 113 52.6 

家族の反対 2 0.9 

勤務先の都合 35 16.3 

その他 67 31.2 

不明 10 4.7 

 

 

（２）仕事をしたことのある人の仕事の満足度 

 仕事をしたことのある人の仕事の満足度に関しては、「満足」が22.8％、「やや満足」が35.8％で

あり、合わせて６割近くの人が満足と回答している。現在仕事をしている人の満足度は表29に既に

示しているが、「やや満足」「満足」の両者が５割程度であったことに比べると、現在仕事をしてい

ない人の方が、より多く仕事のへの満足感を持っていることになる。逆に、仕事をしている人は「や

や不満」と「不満」を加えて１割を超えており、仕事をしていない人は１割に見たない。この点を

比べると仕事に関しては後者の方が満足と感じている人が多い。 

 

表42 仕事をしたことのある人の仕事の満足度 

 人数 構成比 

満足 49 22.8 

やや満足 77 35.8 

どちらともいえない 60 27.9 

やや不満 14 6.5 

不満 5 2.3 

不明 10 4.7 
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（３）仕事をしたことのある人の仕事の満足度 

 表43は仕事の経験のある人の働く意欲の有無を示している。働く意欲のある人が６割以上を占め

ている。働いていない主な理由が「子どもの世話・育児」や「親の介護や世話」であるから、条件

が整えば多くの人が働く可能性がある。 

 

表43 仕事をしたことのある人の仕事への意欲(機会があれば仕事をしたい) 

 人数 構成比 

思う 88 40.9  

やや思う 46 21.4  

どちらともいえない 23 10.7  

やや思わない 26 12.1  

思わない 14 6.5  

仕事はしたくない 18 8.4  
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Ⅴ 仕事に係わる女性の意識 

 

１ どのような仕事をしたいと思っているか 

 図２は「経験を生かせる」「社会に役立つ」などの仕事に対して、したいと思う程度を「そう思う」

「ややそう思う」「どちらともいえない」「あまりそう思わない」「そう思わない」で回答を求めた結

果を構成比で示している。 

 

図２ どのような仕事をしたいと思っているか 
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この結果を「そう思う」に着目して構成比を見ると、「経験をいかせる仕事」「精神的な満足が得
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られる仕事」「社会に役立つ仕事」「室内での仕事」「収入が多い仕事」など上位である。「ややそう

思う」はどのような仕事も殆ど同水準で差がなかつたが、「室外での仕事」「新しい機械や道具を使

う仕事」は「そう思う」「ややそう思う」共に少なかった。「一人でできる仕事」もこれに次いで少

なく、これら三者はあまいりしたいと思わない仕事であり、「あまりそう思わない」「そう思わない」

が多い仕事である。「気楽な仕事」もこれに近い結果を示している。つまり、室内で、経験をいかし

て、精神的満足が得られて、収入も多い仕事が良いことになる。逆に、室外で新しい機械や道具を

使い、一人で、気楽には好まれない仕事となる。 

 

２ どのような仕事にできると自信を持っているか 

 

図３ 仕事の内容と自信の程度 
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 図３はできると自信をもっている仕事を図２と同様の方法で回答を求めた結果を示している。「自

信がある」「やや自信がある」共に多いのは「人と接する仕事」「人との和を保つ仕事」「責任がある

仕事」である。「頭を使ったり・工夫する仕事」「創造性・独創性が必要な仕事」がこれに次いで多
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いが、前三者との差は大きい。女性の職種として多いと思われる販売や接客業などの「人と接する

仕事」に「やや自信がある」も含めて６割以上の人が自信を持っている。しかし、この「人と接す

る仕事」は図２のしたいと思う仕事の程度では５割程度が「そう思う」「ややそう思う」と回答して

いるが、上位ではなかった。自信はそのまましたい仕事に結びつくとは限らないようである。 

 また、図の通り、明確に「自信がある」と回答した仕事は少なく、「人と接する仕事」「人との和

を保つ仕事」「責任がある仕事」以外は１割未満である。 

 

３ 仕事をする上で重視すること 

 仕事をする上で重視することは図３に示した通り、「通勤が便利」「良い上司や部下がいる」「福利

厚生が充実している」は５割以上であり、「育児休暇が取りやすい」も４割以上が「重視する」と回

答している。こりに「収入が多い」「休日が多い」と続く。 

 これらに比べると「創造性や独創性が発揮できる」「実力本位で処遇や報酬が決まる」「体力が必

要」「昇進の可能性」などを重視する人は多くなく、「やや重視しない」「重視しない」が多い。 

 

図４ 仕事をする上で重視すること 
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４ 自分自身の捉え方 

 自分自身をどのように捉えているかを図５は示している。これを見ると「責任感が強い」「人との

和が保てる」「忍耐力がある」「生活を楽しんでいる」「目標に向けて努力できる」等の捉え方が多い。

特に６割以上の人が「責任感が強い」「人との和が保てる」と捉えている。「忍耐力がある」も５割

以上である。 

 一方で「なにごとにも自信がある」は極めて少なく、「なにごとにも積極的」「社会に役立ってい

る」「自慢できることがある」「創造性や独創性がある」に関しては多くはない。これにより、責任

感が強く、人と上手くにやっていけるし、忍耐力もあるが、物事への自信や積極性はあまりないし、

社会にもあまり役立っているとは思えず、自慢できることもなく、意志が強いわけでもないという

捉え方を描くことができる。結果として、生活に満足している人が３割程度に留まっている。 

 

 

図５ 自分自身の捉え方（複数回答） 
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Ⅵ 仕事の中断の時期や要因に係わる現状や意識 

 調査結果を概観したが、以下では最初に言及した性別役割分担や性別職務分離、就業形態に着目

して、女性の就業への意識や中断の時期、その要因に関する検討をする。 

 

１ 生活と仕事の調和 

（１）生活と仕事の調和の浸透度 

 表２に示した仕事と生活の調和を実現し、一定の年齢層の女性と高年齢者の労働力率を具体的な

目標値を設定して上げる政策は、「ワークライフバランス」という用語で象徴的に表されているが、

その用語そのものは表44の通り、「知らない」人が半数を超えており、まだ浸透過程のようである。 

 

表44 ワークライフバランスという言葉を知っている 

2013年調査 2012年調査 
 

人数 構成比 人数 構成比 

合計 705 100.0 536 100.0 

知っている 214 30.4 159 29.7 

知らない 366 51.9 292 54.5 

聞いたことはあるが内容はわからない 115 16.3 82 15.3 

不明 10 1.4 3 0.6 

 

（２）育児と仕事のバランス 

 表 45 は、子育て期に仕事と育児のどちらを優先するかについて質問した結果である。2012 年、

2013年調査共に５割以上が育児を優先すると回答しているが、「仕事も育児も同じ位かかわりたい」

という人が約４割であり、「育児より仕事を優先する」は１％程度である。この結果は家族規模が縮

小した現在では、子どもが生まれると半数は仕事をやめる可能性があることを示唆している。 

 

表45 仕事と育児のバランスの考え方 

 2013年調査 2012年調査 

 人数 構成比 人数 構成比 

合計 705 100.0 536 100.0 

仕事より育児を優先したい 381 54.0 291 54.3 

両方とも同じ位かかわりたい 270 38.3 212 39.6 

育児より仕事を優先したい 9 1.3 4 0.7 

わからない 38 5.4 26 4.9 

不明 7 1.0 3 0.6 
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２ 性別役割 

（１）性別役割分担への態度 

 表46には「男性は仕事、女性は家事育児」という性別役割分担に対する態度を示している。これ

を見ると「良いと思わない」が50.1％と最も多いのであるが、すべての女性が反対している訳では

ない。仕事をしていない理由の中に「家事が仕事と思っている」という回答が見られたように、性

別役割分担を肯定する回答も多い。例えば表の中の「女性は仕事をしても良いが家事や育児もきち

んとすべきだと思う」という間接的に肯定する回答が26.7％存在することは、仕事している女性は

仕事も家事も育児もという大きな負担を担うことになり、それがいやなら仕事をしないことを意味

している。この回答が４分の１である。「良いと思う」を加えると４割を超える。性別役割分担意識

は女性にも根強く残っている。 

 

表46 性別役割分担への態度 

 人数 構成比 

良いと思う 97 13.8 

女性は仕事をしても良いが家事や育児もきちんとすべきだと思う 188 26.7 

良いと思わない 353 50.1 

わからない 61 8.7 

不明 6 0.9 

 

図６ 年代別性別役割分担への態度 
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 図６は性別役割分担への態度を年代別に示している。これによると性別役割分担を「良いと思う」
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と肯定するのは30歳代、40歳代、60歳代に多く、「女性は仕事をしても良いが家事や育児もきちん

とすべきだと思う」と間接的肯定が40歳代を除く他の年代に多い。しかし、この調査結果ではこれ

まで指摘されてきた若い世代は性別役割分担を否定し、年齢が高くなるに従って肯定が増加すると

いう年代差を反映しているとはいえず、むしろ40歳代以上に否定が多く、20歳代、30歳代は「わ

からない」と態度を保留した回答が多い分、否定が少ない結果である。このように年代が低いほど

性別役割分担を否定するとは限らない結果を得た。近年の同様の調査でも肯定する人が増加する傾

向があると指摘されているが、低い年代の「わからない」という態度は女性のライフコースの選択

肢の多様さを表しているのかもしれない。 

 性別役割分担は子育てや介護、家事などの生活面での役割を主として女性が担うことへの態度で

あり、女性が自分の能力を活かして仕事をしたい場合のもう一つの壁として、次に示した性別職務

分離がある。 

 

（２）性別職務分離への態度 

 表47は人材を募集する際でも、実際に職務を担当する際でも、職種により異なるとはいえ、「男

性は基幹的仕事、女性は補助的仕事と職務を分離する」ことに対する態度を示している。この結果

を見ると、肯定する人は１割程度に留まっており、機会の平等及び職務分離を否定する人が８割近

くを占めている。 

機会の平等は結果の平等になるとは限らないが、最初から区分が存在することへの否定である。

仕事をするのであれば、機会を平等にし職務内容を同じにすることを望んでいることになる。これ

を妨げるのが「性別役割分担」であり、昇格する家事や育児ができないために、平等である機会を

活用できない事態が起こってきたりするのが現状であるが、、それは個人的事情であり、最初から職

務分離があったのでは能力を活かす可能性がなくなるわけであるから、機会を平等にし職務分離を

否定することで、可能性が生じることになる。 

 

 

表47 性別職務分離への態度 

 人数 構成比 

良いと思う 87 12.3 

職務を担当する機会は平等にすべき 394 55.9 

良いと思わない 160 22.7 

わからない 60 8.5 

不明 4 0.6 
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 図７は性別職務分離について、年代別の肯定、否定を表している。これによると年代が高くなる

に従って職務分離を肯定する人が僅かに増加する傾向が認められるが、機会の平等を求める人がど

の年代でも５～６割と多い。一方で年代が低いほど「わからない」と態度を保留する人が多いのは、

子育てなどの負担感が強いためであろうか。この要因は不明てある。 

 

 

図７ 性別職務分離への態度 
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３ 現状で望ましいと思う就業形態 

 現状ではどのような就業形態が望ましいと考えているかを示したのか表48である。これによると

望ましい就業形態は、表22に示した現在働いている人の就業形態に近く、表39の働いたことのあ

る人の就業形態とは大きな違いがある。働いたことのある人の就業形態は正社員・正規職員が７～

８割を示しているが、望ましい就業形態は正社員・正規職員は４割程度に留まっている。パート・

アルバイトも４割である。派遣・契約社員は望まないが、時間勤務のパート・アルバイトが望まし

いと考えている人が多い。昨年の調査結果を見ても、この傾向は同様である。 

 図４には、年齢５歳区分別の現状で望ましいと考えている就業形態を示した。図の通り、25歳～

34歳で「正社員・正規職員」が減少するが、35歳から「正社員・正規職員」を望ましいと考えてい

る人が若干増加する。結婚や出産、子育てが安定し、35歳以降では「正社員・正規職員」を望む人

が増えるとも推測できる結果である。しかし、現状では、「正社員・正規職員」に復帰することは難

しく、「パート・アルバイトなど」になるのであろう。 
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表48 現状で望ましいと思う就業形態 

2013年調査 2012年調査 
 

人数 構成比 人数 構成比 

合計 705 100.0 1,030 100.0 

自営・会社経営 46 6.5 26  4.9 

家族従業者 19 2.7 15  2.8 

正社員・正規職員 281 39.9 219  40.9 

派遣・契約社員 24 3.4 16  3.0 

パート・アルバイト等 288 40.9 213  39.7 

嘱託等 17 2.4 9  1.7 

臨時・日雇い等 11 1.6 8  1.5 

内職 19 2.7 10  1.9 

その他 7 1.0 8  1.5 

不明 15 2.1 12  2.2 

 

図８ 年代別現状で望ましいと思う就業形態 
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４ 仕事の中断期間と仕事再開時の希望の仕事、就業形態の関連 

（１）各年代の就業率 

 図９は年齢５歳区分の回答者の就業率を示している。これによると、30～34歳で就業率が低下し、

その後徐々に回復する。回復の水準は 25～29 歳の水準であり、40 歳代でほぼこの水準に戻ってい

る。 

 

 

図９ 年齢５歳区分の就業率 
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しかし、水準が戻る過程で、希望の仕事が見つかったのは、現在仕事をしている人の66.8％（表

28、図 10）である。表２の行動指針は 30 歳代で低下する就業率を引き上げることを目標値として

設定しているが、結婚や育児は仕事を中断する理由の半数である。中断した理由の「その他」の約

４割を「仕事の条件の悪さ、賃金」が占め、これに「自己都合」を加えると約５割近くになる。仕

事中断理由の半数は結婚や育児であるが、上述した「性別職務分離」に関連する「仕事の条件の悪

さ、賃金」が約４分の１である。これらを解消することも必要である。 

以下でもう少し30歳代の就業率低下について検討する。 
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（２）仕事の中断年数と希望の職種 

 

図10 仕事の中断期間と希望の仕事の有無 
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図11 仕事の中断期間との現在の就業形態 
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現在仕事をしている人の就業形態は正社員・正規職員が約４割、パート・アルバイトなどが約３

割である（表22）。これは仕事をしていない人の中で仕事をしたことのある人の８割近くが正社員・

正規職員であったことから見ると、仕事の中断で就業形態が変わった人が多いこを示唆している。 

図 10 は、仕事の中断期間と希望の仕事の有無の関連を示している。これによると、中断年数が

10年に近くなるほど希望の仕事を得るのは難しくなることを示している。しかし、10～15年では、

希望の仕事を得やすくなり、15年以上になると最も希望の仕事を得るのは難しくなる。 

図 11 は現在の仕事中断の期間と就業形態との関連を示している。これなより中断期間が 10～15

年を除き、正社員・正規職員が減少し、パート・アルバイトなどが増加する。 

以上の結果から、中断期間10～15年を例外と見れば、中断期間が長くなるほど、希望の仕事は得

にくくなると共に、就業形態もパート・アルバイトなどが増加することが分かる。 

 

（３）仕事の中断期間と収入の位置づけ 

 図12の通り、仕事の中断が長くなるほど、収入は家計を補完する位置づけになる。つまり、能力

を活かす目的ではなくなることを示している。中断期間が10～15年も例外ではない。ただし、中断

年数が長くなる(年齢が高くなる)と自分で使う目的で仕事をする傾向が強くなることも分かる。 

 

 

図12 仕事の中断期間との収入の位置づけ 
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（４）仕事の中断期間と望ましいと思う就業形態、したいと思う仕事 

 図13は仕事の中断期間と望ましいと思う就業形態との関連を示している。この結果は図11に示

した現在の就業形態に近い形(中断期間が長くなるほど正社員・正規職員が低下する)をしているが、

望ましい就業形態の方が、正社員・正規職員の比率が高く、パート・アルバイトなどの比率が低く

表れている。これは現在仕事をしている人の全てが望ましい就業形態ではないことを示唆している。 

 

 

図13 仕事の中断期間との望ましいと思う就業形態 
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５ 仕事をしている人の配偶関係、子どもの有無と就業形態、仕事中断の理由、収入の位置づけ 

（１）配偶関係、子どもの有無と仕事の有無、仕事中断の有無、仕事中断の理由 

 図14は配偶者の有無と就学前子ども有無(以下、子どもの有無)との仕事の有無、仕事の中断の有

無の関連を示している。これから仕事をしている人が多いのは、未婚と子どもがいない方である。 

一方、仕事の中断がある人が多いのは、既婚と子どもがいない方である。子どもがいる人よりも子

どもがいない人の仕事を中断したことがある人が多いのは転職等のためだと考えられる。このため、

次に、仕事中断の理由を図15に示した。 

 図15は仕事を中断した理由を示している。これより、既婚者と子どもがいる人の仕事中断の理由

の多くが結婚や育児であることが分かる。現在就学前の子どもがいないには未婚も含まれるが、結

婚や育児が中断理由の多くを占めて、未婚の場合は「その他(転職、病気、親の病気や介護、転居等)」

が多いと推測できる。 
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図14 配偶者、就学前子どもの有無と仕事の有無、仕事の中断の有無 
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図15 配偶者、就学前子どもの有無と仕事の中断の理由(複数回答) 
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（２）配偶関係、子どもの有無と就業形態、望ましい就業形態、収入の位置づけ 

 

図16 配偶者、就学前子どもの有無と就業形態 
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図17 配偶者、就学前子どもの有無と望ましい就業形態 
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図18 配偶者、就学前子どもの有無と収入の位置づけ 
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 図16～18は仕事をしている人の現在の就業形態、回答者全ての望ましい就業形態、仕事をしてい

る。人の収入の家計での位置づけを示している。 

 これらの結果からも、既婚・未婚、子どもの有無により現在の就業形態も望ましい就業形態も、

収入の位置づけも大きな違いが認められる。未婚は正社員・正規職員が多く、望ましい就業形態も

同様である。子どもの有無は、子どもがいない方に子どもが成長している人や未婚も含まれるため、

明確な差は認められないが、収入の位置づけでは未婚・既婚、子ども有無で大きな差が認められた。 

 

 このように女性の就業は配偶関係や就学前子どもの有無により大きな違いが表れ、望ましい就学

形態などの意識面でも違いが表れる。 

 

６ 仕事をしていない人の配偶関係、子どもの有無と就業形態、仕事中断の理由、収入の位置づけ 

（１）仕事をしたことのある人の業形態と就業年数 

 配偶関係と子どもの有無と仕事をしたことのある人の就業形態と就業期間との関連は図 19 と 20

に示した通りである。就業形態は正社員・正規職員が概ね７割を超え、就業年数は未婚と子どもが

いる人が短い傾向が認められる。 
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図19 配偶者、就学前子どもの有無と仕事をしたことのある人の就業形態 
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図20 配偶者、就学前子どもの有無と仕事をしたことのある人の就業年数 
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（２）仕事をしたことのある人の仕事をやめた理由と仕事をしていない人のしていない理由 

  

図21 仕事をしたことのある人の仕事をやめた理由 
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図22 仕事をしていない人のしていない理由 
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 図21、22は配偶者の有無、子どもの有無と仕事やめた理由、仕事をしていない理由の関連を示し

ている。 

仕事をやめた理由は既婚と子どもがいる人が結婚や育児が理由の多くを占め、仕事をしていない

理由は子どもがいる人は結婚や育児が多くを占めている。既婚も未婚に比べて「結婚や育児」が理

由の人は多いが、子どもがいない人とともに「仕事をしなくても困らない」と「家族の世話」が多

い。また、未婚、既婚、子どもがいない人に共通して「希望する仕事がない」が多いことが分かる。 

このことは実際は別として、希望する仕事があれば就業率は上がる可能性があることを示している。 

 ただし、仕事をしていない人の中で、未婚や子どもがいない人は特に「その他」が多く、図に示

した理由以外にも多様な事情があることが分かる。 

 

おわりに 

 今回の調査では、性別役割分担や性別職務分離についても回答を求め、必ずしも全ての人が反対

している訳ではないことも分かった。また、配偶者に収入があり、仕事をしなくても困らないとい

う現状もあるが、実態としては、子どもの世話や育児の就業への影響が大きいことが確認できた。

仕事をすることへの家族からの反対は顕著には認められなかったが、女性の性別役割分担意識が払

拭されていないことは、単なる女性は家事・育児、男性は仕事という分担意識ではなく、「女性は仕

事をするのは良いが、家事・育児もきちんとするべきである」という性別役割分担意識がそれを示

唆している。この意識は男性も女性も共有している可能性がある。 

 性別職務分離は、成果主義、実績主義による昇進という条件が子育てや家事を抱える女性には一

般職を選択させる圧力となり、希望する仕事に就けず能力を生かせない人が配偶者への依存を促進

するとともに、一方で、パート・アルバイトという就業形態による補助的労働力として、家計の不

足分を補完する労働に従事することになる。仕事の中断期間が長く、年齢が高いほどこの傾向が強

くなる。 

 今後、高齢化の進行により高年齢者雇用安定法のような、高年齢者と女性の労働力率を上げる政

策が積極的に実施されるとしても、高年齢者雇用安定法と異なり、女性の就業に関しては性別役割

分担、性別職務分離、補完的労働など、解消すべきであるが、時間が必要な課題は山積している。 

 「ワークライフバランス」と「性別役割分担」「性別職務分離」を得点化し、仕事の有無とし就学

前の子どもの有無の平均得点の比較を行ったが平均値に有為な差は認められなかった。 

 同様に「どのような仕事をしたいと思うか」を「そう思う」「ややそう思う」「どちらともいえな

い」「ややそう思わない」「そう思わない」を順に５、４、３、２、１と得点化し、仕事の有無と就

学前の子どもの有無により平均値の差を比較した結果、５％水準で有為であった項目を表 49、50

に示した。表49、50の既述統計ともに最小値１、最大値５である。また、両方ともＴ検定の結果が

５％水準で有為な（両者の平均値に差がある）項目のみを示している。 

 なお、以下に今回使用した調査票を掲載しているが、この調査票の質問の中には上述した報告の

中に含めていない質問もある。 
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表49 どのような仕事をしたいかに関する仕事の有無による平均値の比較 

 度数 平均値 標準偏差 

仕事をしている 471 4.465  0.839  
経験をいかせる仕事  

仕事をしていない 222 4.225  0.948  

仕事をしている 469 4.288  0.889  
社会に役立つ仕事  

仕事をしていない 223 4.067  0.910  

仕事をしている 467 3.809  1.032  
多様な世代とともにする仕事  

仕事をしていない 220 3.655  0.955  

仕事をしている 471 3.732  1.111  
人と接する仕事  

仕事をしていない 222 3.428  1.154  

仕事をしている 470 3.021  1.222  
一人でできる仕事  

仕事をしていない 223 3.139  1.112  

仕事をしている 471 3.374  1.050  
新しいことに関わる仕事  

仕事をしていない 221 3.167  1.033  

仕事をしている 471 4.081  0.953  
収入が多い仕事  

仕事をしていない 221 3.701  1.088  

仕事をしている 471 3.423  1.104  
実力本位で処遇や報酬が決まる仕事 

仕事をしていない 221 3.109  1.090  

仕事をしている 470 3.830  1.008  
専門的仕事  

仕事をしていない 221 3.434  1.104  

仕事をしている 471 4.471  0.743  
精神的満足がある仕事  

仕事をしていない 223 4.305  0.814  

仕事をしている 472 2.294  1.368  
できれば働きたくない  

仕事をしていない 222 2.680  1.255  

 

表50 どのような仕事をしたいかに関する就学前の子どもの有無による平均値の比較 

 度数 平均値 標準偏差 

子どもがいる 105 3.457  1.225  
気楽な仕事  

子どもがいない 580 3.167  1.216  

子どもがいる 105 3.857  1.104  
人と接する仕事  

子どもがいない 581 3.601  1.132  

子どもがいる 105 4.190  0.952  
室内での仕事  

子どもがいない 582 3.911  1.100  

子どもがいる 105 4.190  0.931  
収入が多い仕事  

子どもがいない 580 3.914  1.021  
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仕事に対する女性の意識に関するアンケート 

 

仕事に対する女性の意識に関するアンケートのお願い 

 

北九州市立大学都市政策研究所では、現在、関門地域研究の一環として雇用に関する調査研究を進めています。

これまで若者及び、壮・高年者の雇用をテーマとして北九州市と下関市の居住者を対象に下関市立大学との共同で

調査研究を実施し、報告書（「関門地域共同研究」vol.19、20 関門地域共同研究会（北九州市立大学都市政策研究所、

下関市立大学地域共創センター））にまとめました。 

 現在、この調査研究の一環として、昨年度（「関門地域共同研究」vol.21 に報告）から女性を対象として、統計的

な側面から見た雇用の実態、市の政策的側面及び、仕事についての意識の側面に関して調査研究を進めています。 

 このような調査研究の一環として、北九州市にお住まいの皆様に、雇用（仕事）に関する女性の意識やニーズに

ついてアンケートをお願いいたした次第です。 

 なお、このアンケートは、平成２５年２月現在の選挙人名簿から所定の手続きを経て、仕事をしている・いない

に係わらず、無作為に女性のみ２，０００人を選ばせていただき実施しております。結果は数字を用いて統計的に

集計し、処理いたしますので、個人に関わる情報が使用されることはありません。 

 大変お忙しいところ、誠に恐縮ではございますが、上記の趣旨をご理解いただき、アンケートにご協力ください

ますようお願い申し上げます。 

 

                              平成２５年２月 

                        北九州市立大学都市政策研究所 

 

 

ご記入にあたってのお願い 

１ あて名のご本人が仕事をしている・していないに係わらずお答えください。ご本人が医療機関等に入院されて

いる場合などは、回答していただく必要はありません。 

２ ご本人が記入できない場合は、ご家族の方などがご本人からお聞きして代理で記入をお願いします。 

３ ご回答は、当てはまる番号を○で囲む他に数字を記入するなどしてください。 

４ 副問には該当する方のみお答えください。 

５ 氏名は記入していただく必要はありません。 

６ 結果は統計的に処理いたします。アンケートの過程や報告書としてまとめた結果の公表にあたり、個人にご迷

惑をおかけするようなことは一切ございませんので、思いのままお答えください。 

７ 記入いただいた調査票は、２月２８日（木）までに同封の封筒に入れて投函してください（切手を貼ったり、

差出人の名前を書いたりする必要はありません）。 

 

 

北九州市立大学都市政策研究所 「仕事の意識に関するアンケート」係 

〒802-8577 北九州市小倉南区北方四丁目 2 番 1 号   電話：０９３－９６４－４３０２(代表) 

回答に関するお願い 

アンケートに関するお問合せ先 
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【基本的な事項についてお聞きします】 

 

問１ あなたの年齢についてお答えください。 

 

１．20～24歳       ５．40～44歳       ９．60～64歳 

２．25～29歳       ６．45～49歳       10．65歳以上 

３．30～34歳       ７．50～54歳       11．その他（      ） 

４．35～39歳       ８．55～59歳          

 

問２ あなたを含めて現在同居している家族構成についてお答えください。 

 

１．ひとり暮らし          ４．子世代との二世代家族 

２．夫婦のみ            ５．親・子・孫の三世代家族 

３．親世代との二世代家族      ６．その他（              ） 

 

 

１．未婚   ２．既婚（配偶者がいる）   ３．既婚（配偶者と離別または死別） 

 

 

 １．いる                 ２．いない 

 

問５ 現在のお住まいについてお答えください。 

 

１．一戸建て（借家）      

２．一戸建て（持ち家）     

３．アパート、マンションなどの集合住宅（借家）  

４．アパート、マンションなどの集合住宅（持ち家） 

５．勤め先の寮や職員住宅 

６．公団や市営・県営住宅 

７．その他（                               ） 

 

 

 

問３ 結婚されていますか。 

問４ あなたは就学前の子どもはいますか。 
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問６ 市内に住み続けている年数についてお答えください。 

 

１．１年未満        ３．５年以上～１０年未満  ５．生まれてからずっと 

２．１年以上～５年未満   ４．１０年以上      

 

問７ あなたの親しい友人の人数を教えてください。小学校区内外に各一つだけ○をつけ

てください。 

 

①同じ小学校区内に住んでいる人 

１．０人          ３．６～１０人       ５．１６人以上 

２．１～５人       ４．１１～１５人       

②同じ小学校区以外の所に住んでいる人 

１．０人          ３．６～１０人        ５．１６人以上 

２．１～５人        ４．１１～１５人       

 

【仕事についてお聞きします】                         

問８ 現在、仕事をしていらっしゃいますか。 

 

１．している ――――→ 次の副問８－１へお進み下さい。 

２．していない――――→ ４ページの副問８－２へお進み下さい。 

 

副問８－１ 問８で「１．仕事をしている」と回答された方にお聞きします。 

 

副問８－１（１）差し支えなければ現在の仕事の職種（内容）をお聞かせください。 

 

１．自営業・会社経営       

２．事務系（一般事務、外勤事務）    

３．技術・技能系（製造、加工、組立、建設など）    

４．通信系技術者（パソコンネットワーク設定、プログラミング・情報処理など） 

５．販売（商品の販売、店員、セールスなど） 

６．運輸（配送運転手・助手、荷役などの作業など）    

７．公務員  

８．事務系専門職（医療事務、オペレーターなど） 

９．医療系専門職（医師、薬剤師、保健師など） 

10．その他の専門職(弁護士、教員、福祉系専門職など) 

11．その他（                    ） 
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１．自営・会社経営    ４．派遣社員・契約社員     ７．臨時・日雇いなど 

２．家族従業者     ５．パート・アルバイトなど  ８．内職 

３．正社員・正規職員  ６．嘱託など             ９．その他（       ） 

 

 

（     ）年位 

 

 １．ある           ２．ない 

 

１．結婚や育児  ２．家族の反対   ３．勤務先の都合   ４．その他(         ) 

 

副問８－１（６）仕事をやめていた期間はどれ位ですか。 

 

１．１年未満      ３．５年以上～１０年未満   ５．１５年以上～２０年未満 

２．１年以上～５年未満 ４．１０年以上～１５年未満  ６．２０年以上 

 

 １．あった          ２．なかった 

 

 １．満足    ３．どちらともいえない  ５．不満     ７．できれば仕事をしたくない 

 ２．やや満足  ４．やや不満       ６．仕事をやめたい   

 

 １．主たる収入  ２．補助的収入  ３．自分で使う収入  ４．どちらともいえない 

 

 

副問８－１（２）差し支えなければ勤務形態をお聞かせください。 

副問８－１（３）差し支えなければ勤務している年数をお聞かせください。 

副問８－１（４）これまでに仕事をやめたことがありますか。 

副問８－１（５）仕事をやめた理由はなんですか。 

副問８－１（７）仕事を再開する時に、希望に合う仕事はありましたか。 

副問８－１（８）現在の仕事に満足していますか。 

副問８－１（９）現在の仕事は家計の主たる収入ですか、家計の補助的収入ですか。 

６ページの問９へお進み下さい。 
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副問８－２ 問８で「２．仕事をしていない」と回答された方にお聞きします。 

 

 

１．仕事をしなくても困らないため     ６．家族が反対するため 

２．自分の病気・病弱なため        ７．仕事のための技能・資格を習得のため 

３．子どもの世話や育児のため       ８．できれは仕事をしたくないため 

４．子ども以外の家族の世話や介護のため  ９．その他（            ） 

５．自分の希望する仕事がないため 

 

副問８－２（２）機会があれば仕事をしたいと思いますか。 

 

１．ぜひ仕事をしたいと思う       ３．できれば仕事をしたくないと思う 

２．できれば仕事をしたいと思う     ４．仕事をしたくないと思う 

 

副問８－２（３）仕事をしたことがありますか。 

 

１．仕事をしたことがない―――→６ページの問９へお進み下さい。 

２．仕事をしたことがある―――→次の副問８－３へお進み下さい。 

 

副問８－３ 上の副問８－２（３）で「２．仕事をしたことがある」と回答された方にお聞

きします。 

 

副問８－３（１）仕事をしていた年数（仕事が複数の場合は通算の年数）をお聞かせくだ

さい。 

 

（      ）年位 

 

 

 １．満足  ２．やや満足  ３．どちらともいえない  ４．やや不満  ５．不満 

 

 

１．結婚や育児  ２．家族の反対  ３．勤務先の都合  ４．その他（     ） 

副問８－２（１）差し支えなければ仕事をしていない理由をお聞かせください（複数回答

可）。 

副問８－３（２）勤務していた仕事に満足していましたか。 

副問８－３（３）仕事をやめた理由はなんですか。 
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副問８－３（４）仕事をやめてからの期間はどれ位ですか。 

 

１．１年未満      ３．５年以上～１０年未満   ５．１５年以上～２０年未満 

２．１年以上～５年未満 ４．１０年以上～１５年未満  ６．２０年以上 

 

副問８－３（５）差し支えなければ勤務していた仕事をお聞かせください。仕事が複数の

場合は該当するすべての番号に○を付けてください。 

 

１．自営業・会社経営       

２．事務系（一般事務、外勤事務）    

３．技術・技能系（製造、加工、組立、建設など）    

４．通信系技術者（パソコンネットワーク設定、プログラミング・情報処理など） 

５．販売（商品の販売、店員、セールスなど） 

６．運輸（配送運転手・助手、荷役などの作業など）    

７．公務員  

８．事務系専門職（医療事務、オペレーターなど） 

９．医療系専門職（医師、薬剤師、保健師など） 

10．その他の専門職(弁護士、教員、福祉系専門職など) 

11．その他（                    ） 

 

 

１．自営・会社経営    ４．派遣社員・契約社員     ７．臨時・日雇いなど 

２．家族従業者     ５．パート・アルバイトなど  ８．内職 

３．正社員・正規職員  ６．嘱託など             ９．その他（       ） 

 

副問８－３（７）今後機会があれば、仕事をしたいと思いますか。 

 

 １．思う         ３．どちらともいえない    ５．思わない 

 ２．やや思う       ４．あまり思わない      ６．仕事はしたくない 

 

 

 

 

 

 

 

副問８－３（６）差し支えなければ勤務していた仕事の勤務形態をお聞かせください。（複

数回答可） 
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【仕事に対する考え】                          

以下の質問には、子どもや配偶者がいなくても、仮にいた場合を想定して回答して下さい。

また、仕事をしていなくても、するとした場合を想定して回答して下さい。 

 

問９ ワークライフバランスという言葉を知っていますか。 

 
 １．知っている   ２．知らない   ３．聞いたことはあるが内容はわからない 
 

問10 子育て期の仕事と育児のバランスをどのようにしたいと思いますか。 

 
 １．仕事より育児を優先したい         ３．育児より仕事を優先したい 
２．両方とも同じ位かかわりたい        ４．わからない 

 

問11 男性は仕事、女性は家事・育児という性別役割分担についてどのように思いますか。

 
 １．良いと思う       
２．女性は仕事をしてもよいが、家事や育児もきちんとすべきだと思う 
３．良いと思わない 
４．わからない 

 

問12 職種により異なりますが、一般的に男性は基幹的仕事、女性は補助的仕事という性

別職務分離についてどのように思いますか。 

 
 １．良いと思う       
２．男性も女性も職務を担当する機会は同等にすべきだと思う 
３．良いと思わない 
４．わからない 

 

 

１．自営・会社経営                   ６．嘱託など   

２．家族従業者                    ７．臨時・日雇いなど 

３．正社員・正規職員                 ８．内職           

４．派遣社員・契約社員               ９．その他（       ） 

５．パート・アルバイトなど 

 

問13 あなたの現状から考えて、どのような勤務形態が望ましいと思いますか。 
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問14 どのような仕事をしたいと思いますか。①～⑯の各々について当てはまる欄の番号

に○をつけて下さい。 

 そう思う 
やや 

そう思う 

どちらとも

いえない

あまりそう 

思わない 

そう 

思わない 

①経験をいかせる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

②社会に役立つ仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

③多様な世代とともにする仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

④気楽な仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑤人と接する仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑥一人でできる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑦室内での仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑧新しいことに関わる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑨室外での仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑩新しい機械や道具を使う仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑪収入が多い仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑫実力本位で処遇や報酬が決まる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑬専門的仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑭自由にできる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑮精神的満足がある仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑯できれば働きたくない １ ２ ３ ４ ５ 

 

問 15 自分自身についてどのようにお考えですか。次の中からいくつでも選んでください。 

 

１．責任感が強い       ６．意志が強い       11．人との和を保てる 

２．なにごとにも積極的    ７．忍耐力がある      12．創造性や独創性がある  

３．なにごとにも自信がある  ８．生活を楽しんでいる   13．その他（     ） 

４．目標に向けて努力できる  ９．社会に役立っている   14．特にない 

５．生活に満足している    10．自慢できることがある 
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問16 次のような仕事ならどの程度できる自信がありますか。①～⑧の各々について当て

はまる欄の番号に○をつけて下さい。 

 自信がある
やや 

自信がある

どちらとも

いえない

あまり 

自信がない 
自信がない

①人と接する仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

②創造性・独創性が必要な仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

③責任がある仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

④人をまとめる仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑤頭を使ったり、工夫する仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑥乗り物を使う仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑦機械や道具を使う仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

⑧人との和を保つ仕事 １ ２ ３ ４ ５ 

 

問17 仕事をする上で、どのようなことを重視しますか。①～⑫の各々について当てはま

る欄の番号に○をつけて下さい。 

 重視する やや重視 あまり重視せず 重視せず 

①休日が多い １ ２ ３ ４ 

②育児休暇が取りやすい １ ２ ３ ４ 

③福利厚生が充実している １ ２ ３ ４ 

④勤務時間が短い １ ２ ３ ４ 

⑤昇進の可能性がある １ ２ ３ ４ 

⑥通勤が便利 １ ２ ３ ４ 

⑦結果がはっきりわかる １ ２ ３ ４ 

⑧体力が必要 １ ２ ３ ４ 

⑨創造性や独創性が発揮できる １ ２ ３ ４ 

⑩実力本位で処遇や報酬が決まる １ ２ ３ ４ 

⑪収入が多い １ ２ ３ ４ 

⑫良い上司や部下がいる １ ２ ３ ４ 
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【普段の生活でしたい事・している事】                      

問18 普段の生活でどのようなことをしたいとお考えですか。次の中からいくつでも選ん

でください。 

 

１．人とのつき合い     10．近所の人との相互交流を深める 

２．趣味・スポーツ     11．仲間を増やす 

３．旅行やおいしい食事                   12．子や孫の成長を見守る 

４．宗教・信仰活動     13．孤立がちな人を見守る 

５．仕事       14．ボランティア活動や社会貢献 

６．仕事や生活で生涯現役を目指す  15．自分の時間を楽しむ 

７．家族と一緒の時間を大切にする  16．人や物の世話にならない 

８．住んでいる地域に貢献する    17．その他（           ） 

９．地域の生活文化を残す・継承する   18．特にない 

 

問19 現在､参加していたり、役員をしている活動が何かありますか。次の中からいくつで

も選んでください。 
 
１．まちづくり協議会                    10．地域の同好会 

２．民生委員・児童委員                  11．会社のＯＢ会 

３．老人クラブ(何歳でも加入可能)        12．公的な生涯学習 

４．町内などの自治会                    13．まちづくり協議会の役員 

５．地区(校区)社会福祉協議会      14．地区(校区)社会福祉協議会の役員 

６．趣味の同好会等     15．町内などの自治会の役員 

７．ＰＴＡ      16．老人クラブの役員 

８．ふれあいネットワークの福祉協力員    17．その他（             ） 

９．ＮＰＯやボランティア    18．特にない 

 

問20 仕事以外で、以下のような活動をしてみたいと思いますか。次の中からいくつでも

選んでください。 

 

１．地域活動の活性化に関わる活動       ７．自然や環境の保全に関する活動 

２．健康づくり・介護予防に関する活動     ８．食生活改善に関する活動 

３．高齢者や障害のある人の支援に関する活動  ９．男女共同参画に関する活動 

４．住んでいる地域の防犯や防災に関する活動  10．教育や生涯学習に関する活動 

５．住んでいる地域の美化や清掃に関する活動  11．子育て支援に関する活動 

６．住んでいる地域の相互の助け合いの活動    12．その他（       ） 

 

ご協力ありがとうございました。 

お手数をお掛けしますが、返信用封筒に入れて返送をお願いいたします。なお、
差出人の住所氏名の記入も切手を貼る必要もありません。 



第２部　広域連携および道州制に関する市民意

識　【中間報告】
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関門地域における広域連携および道州制に関する市民意識調査 

 
北九州市立大学都市政策研究所  南  博 

 
はじめに 

 
１ 調査研究の背景と目的 

 地方分権が進む社会においては、住民に最も身近な存在である基礎自治体が地域社会・

地域経済の活性化に果たす役割は、より一層重要になる。そうした中、人口減少と少子高

齢化が進展し財政状況も極めて厳しい地方都市部において、基礎自治体あるいは地域社会

がより効果的・効率的な公共サービスの維持充実に取り組むにあたり、単独の自治体では

なく、広域的な自治体間連携によって取り組んでいくことが重要な選択肢となっている。 
 関門地域においては、その地理的・歴史的特性から、行政のみならず、市民、経済界、

各種団体等が古くから様々な連携に取り組んできている。北九州市、下関市の両市立大学

で取り組んでいる関門地域共同研究についても、広域連携によって取り組まれているもの

と位置付けられる。1987 年からは北九州市、下関市の両市長による「関門トップ会談」も

行われ、2007 年 7 月に行われた第 10 回関門トップ会談において、これまで培ってきた連

携事業を「関門の 5 連携」（市民交流、経済活動、教育文化活動、交通環境、行政）として

整理し、さらに積極的に取り組むことを確認している。 
 この他、北九州市、下関市はそれぞれ周辺他市町村と様々な連携に取り組んでいる。今

後、地方分権が進んでいくと、北九州市と下関市はより一層地域を牽引する中核的な役割

を果たすことが期待される。こうした議論の延長線上には、政令指定都市（北九州市）や

中核市（下関市）などの大都市制度のあり方に関する議論も存在する。これに関連し、2012
年 12 月における衆議院議員総選挙を巡り、国の統治機構改革と位置づけられる「道州制」

について、いわゆる「第三極」と呼ばれる政党などが積極姿勢を強く打ち出した。政権交

代によって与党となった自民党、公明党も道州制の道州制議論の推進に積極的であり、今

後、日本において再び議論が活発化していくことが見込まれる。 
地方分権が進む社会においては、市民一人ひとりが自ら考えて主体的に行動し、その行

動と選択に責任を負うことも求められる。従って、地方自治や地域社会・地域経済に深く

関わる事項である広域連携あるいは統治機構改革に関する事項等についても、市民意識を

重視して議論が行われる必要がある。関門地域においては、地域特性を踏まえた広域連携

や、道州制導入下での関門地域のあり方に関する研究は近年行われてきているが、広域連

携等に関する市民意識については、十分な研究の蓄積は行われていない。 
 こうしたことから、本調査研究では、関門地域における広域連携および道州制に関する

市民意識を把握分析し、その傾向を踏まえた上で、関門地域において今後どのような自治

の仕組みの構築が望ましいのかを考察することを目的とする。 
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なお、内容が多岐にわたることから、本調査研究は複数年度にわたり取り組むこととし、

2012 年度においては市民意識の把握に関する部分に関する基礎的な部分に取り組む。 
 

２ 本稿の位置づけ 

 2012 年度においては、基礎的な検討として、関門地域における広域連携および道州制に

関する市民意識調査を実施した。しかしながら、調査実施を 2013 年 3 月の下関市長選挙以

降としたため、本稿では調査結果のうちの基本的な結果を示すのみにとどまっており、詳

細な集計・分析・考察には至っていない。それらについては 2013 年度以降にとりまとめて

いくこととする。なお、本稿については、関門地域において社会的に必要性・話題性のあ

るテーマについて速報する点に特色があるものと位置づける。 
 
３ 先行研究等 

 関門地域における広域連携あるいは道州制に関する近年の先行研究としては、関門地域

共同研究会が 1994 年以降に取り組んできた各種研究（表 1）の一部のほか、北九州市・下

関市が共同で設置した「関門地域の未来を考える研究会」（活動期間：2007～2009 年度）

における各種検討などが挙げられる。これらの中で、古賀（2006）、南（2008）、関門地域

の未来を考える研究会（2010）などにおいて、広域連携や道州制に関する歴史的変遷の整

理や制度のあり方等に関する考察が行われているものもある。しかしながら、広域連携の

制度・枠組みや、道州制に関する市民意識の把握分析には至っていない。 
 この他の関連研究としては南（2009）、南（2010）などがある。南（2010）では関門地

域の広域連携の認知度等について北九州市、下関市の市民を対象とした意識調査を実施し

ており、現在の関門連携事業の認知度は低いながらも、その必要性については多くの市民

が認めていることを明らかにしている。しかしながら、北九州市、下関市以外の市町村と

の連携のあり方や、道州制に対する考え方等については意識の把握は行われていない。 
 

表 1 関門地域共同研究会の研究テーマ 
年度 研究テーマ 

1994 関門地域住民意識調査 ～若者定住と福祉をめぐって 
1995～1996 関門港研究 
1997～1998 海峡都市圏の研究「関門経済圏の産業構造」 
1999～2000 環境研究「関門地域における環境保全への取組み」 
2001～2002 関門地域の国際経済協力、金融研究 
2003～2004 関門地域の国際観光振興、ベンチャー創出・育成 
2005～2006 関門地域連携に関わる『ソーシャル・キャピタル』研究 
2007 『関門特別市』に関する基礎的研究～今後の地方分権改革後の関門地域への展望

2008 斜面地居住の生活問題～自治町会活動、高齢者の生活のバリア・健康について 
2009 若年者労働市場 ～関門地域における企業の雇用ニーズと若年者の能力 
2010 高齢者の雇用、斜面地居住の課題 
2011 斜面地居住の課題、商店街活性化の課題、女性の雇用 
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 また、両市の行政が実施している市政世論調査等においても、近年、これらに関する詳

細な市民意識の把握等は行われていないものと考える。 
こうしたことを踏まえ、本調査研究においては、これまで十分な検討が行われていない

部分、及び今後検討が必要と思われる部分を中心に検討を進めていくこととする。 
 
 
Ⅰ 調査概要 
 
１ 調査手法および実施概要 

（１）調査手法の選定 

本研究においては、民間インターネット調査会社へモニター登録している市民（北九州

市民および下関市民）に対する、インターネット調査を用いる。 
 学術研究におけるインターネット調査の有意性を巡っては様々な議論があり、品質を疑

問視する意見も強い。代表的な課題として、「登録されたモニターの回答は、調査対象とす

べき母集団（本調査においては一般的な北九州市民、下関市民全体）の意見を代表してい

ると証明できない」点や、短時間で深く考えずに回答するモニターの存在の可能性、また

モニター登録行為を行う人々は一定の心理的特性を共有している可能性がある点などが指

摘される 1)。これらの指摘のうち、大規模なモニター集団を有し、回答管理を的確に行って

いる調査会社を利用することにより概ね回避できると考えられる点も多いが、代表性につ

いては課題が残る。本調査結果のうち、特に単純集計結果については、必ずしも一般的な

北九州・下関市民の意見の傾向と一致することが証明されるものではない点に十分留意す

る必要がある。ただし、例えば北九州市民と下関市民の回答傾向の比較については、登録

モニターという同一の集団の回答に対する地域別の分析になるため、有効性が高いものと

考えられる。従って、本調査をまとめるにあたっては居住地間の比較を中心とする。 
 
（２）実施概要 

 調査の実施概要を表 2 に示す。 
 

表 2 調査の実施概要 

調査方法 インターネット調査 

調査対象 
北九州市、下関市に居住する 20 歳以上の市民のうち、（株）インテージ

が管理する調査モニターへ登録している市民 

実施期間 2013 年 3 月 25 日（月）～3 月 27 日（水） 

有効回答数 1,089  ※北九州市民 758、下関市民 331 
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２ 回答者の属性 

（１）年齢・性別・職業等 

本調査の回答者の年齢・性別・職業等について表 3 に示す。年齢についてはインターネ

ット調査の特性上、高齢者が少ない傾向にある。また、性別を見ると、年齢が高くなるほ

ど男性の比率の方が高くなっている。こうした特色はある点に留意する必要はあるが、全

般的に分析を行う上で考慮すべき特異な偏りはないものとみなす。 
 

表 3 回答者の年齢・性別・職業等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）居住地 

 回答者の居住地について、居住地区を細分化して回答を求めた結果を表 4 に示す。居住

地区については、北九州市の場合は行政区（計 7 区）で区分している。下関市の場合は下

関市契約室「条件付き一般競争入札の参加条件に係る下関市内地域区分について」におけ

る地域区分に基づいて 5 区分している。 
同じ市内においても居住地区ごとで市民意識が違うことが想定される。本稿では、北九

州市、下関市ともに地理的に近接する 2 区分（2 市合わせて 4 区分。表 3 の右側の括りに該

当。）に集約して集計した結果について、Ⅱ以降で分析に用いることとする。 
 

表 4 回答者の居住地 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

性別 職業等

年齢

合計

年齢構成比

男性 女性

会社員・会
社役員、

派遣・契約
社員

公務員・

非営利団

体職員

教職員、
医療専門
職、その
他専門職

自営業、
その他の

職種

パート・

アルバイ

ト・フ

リーター

専業主婦・
主夫

学生
無職、定

年退職

合計 1089 100.0% 523 566 412 32 78 92 121 228 17 109
100.0% 48.0% 52.0% 37.8% 2.9% 7.2% 8.4% 11.1% 20.9% 1.6% 10.0%

20歳代 96 8.8% 33 63 39 1 3 4 14 15 16 4
100.0% 34.4% 65.6% 40.6% 1.0% 3.1% 4.2% 14.6% 15.6% 16.7% 4.2%

30歳代 265 24.3% 96 169 106 9 19 10 37 63 1 20
100.0% 36.2% 63.8% 40.0% 3.4% 7.2% 3.8% 14.0% 23.8% 0.4% 7.5%

40歳代 317 29.1% 145 172 146 10 22 27 43 61 0 8
100.0% 45.7% 54.3% 46.1% 3.2% 6.9% 8.5% 13.6% 19.2% 0.0% 2.5%

50歳代 231 21.2% 116 115 82 10 24 24 20 53 0 18
100.0% 50.2% 49.8% 35.5% 4.3% 10.4% 10.4% 8.7% 22.9% 0.0% 7.8%

60歳以上 180 16.5% 133 47 39 2 10 27 7 36 0 59
100.0% 73.9% 26.1% 21.7% 1.1% 5.6% 15.0% 3.9% 20.0% 0.0% 32.8%

回答数 構成比

合計 1,089 100.0%
下関市 331 30.4%

旧菊川町、旧豊田町、旧豊浦町、旧豊北町 35 3.2% 下関市１ 204 18.7%
山陽地域　（長府、王司、清末、小月、王喜、吉田支所の範囲） 80 7.3% （山陽・山陰・旧４町）

山陰地域　（川中、安岡、吉見、勝山、内日支所の範囲） 89 8.2%
彦島地域 26 2.4% 下関市２ 127 11.7%
「本庁所管」地域　（下関駅周辺、唐戸、東駅など） 101 9.3% （本庁・彦島）

北九州市 758 69.6%
門司区 77 7.1% 北九州市東部 379 34.8%
小倉北区 143 13.1%
小倉南区 159 14.6%
若松区 59 5.4% 北九州市西部 379 34.8%
八幡東区 61 5.6%
八幡西区 206 18.9%
戸畑区 53 4.9%
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Ⅱ 広域連携のあり方に関する意識 
 
 以下、Ⅱ・Ⅲ・Ⅳにおいては、市民意識調査の結果について設問ごとに示す。ただし、

Ⅰで述べたように、本稿では基礎的な集計結果の提示のみに止まっており、詳細な分析・

考察については行っていない。 
まず、広域連携に対する基本認識、および居住市が連携すべきと考える具体的市町村名

について尋ねた結果を以下に示す。 
 
１ 近隣市町村との広域連携の必要性に対する認識 

 「現在お住まいの市が、近隣の他の市町村と連携すること（行政同士の連携や、様々な

団体同士の連携）について、必要だと思いますか。」という点について、択一式で尋ねた結

果を図 1 に示す。 
「とても必要」「どちらかと言えば必要」を合計した比率については、全地区とも一致して

おり 75%程度となっている。近隣市町村との広域連携については、多くの市民が必要性を

感じていると言えよう。 
 このうち、「とても必要」という積極的な回答が多いのは、「下関市２（本庁所管・彦島）」

地区となっており、同じ下関市内でも 10 ポイントの差が出ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 近隣市町村との広域連携の必要性に対する認識 

 
２ 近隣市町村との広域連携に際し重要と考える目的 

 つぎに、「現在お住まいの市が、近隣の他の市町村と連携する場合、どのような目的で連

携することが重要だと思いますか。」という点について、3 つまで複数回答可として尋ねた

結果を表 5 に示す。 
 各地区とも「地域経済の活性化」とする回答が最も多く、50%を超えている。次いで、「互

いの市町村の公共施設やサービスの相互利用化」、「行政が提供するサービスの質の維持向

上」が多くなっており、各地区とも概ね傾向は一致している。 

20.8%

24.0%

34.6%

18.7%

16.6%

54.8%

52.0%

40.2%

56.7%

59.4%

13.0%

10.3%

16.5%

13.5%

12.9%

3.5%

5.4%

2.4%

2.4%

4.0%

7.8%

8.3%

6.3%

8.7%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

関門地域 計 (n=1,089)

下関市１（山陽・山陰・旧４町） (n=204)

下関市２（本庁・彦島） (n=127)

北九州市東部 (n=379)

北九州市西部 (n=379)

とても必要だと思う どちらかと言えば必要だと思う どちらかと言えば必要だと思わない

全く必要だと思わない わからない
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表 5 近隣市町村との広域連携に際し重要と考える目的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 地区によって違いが顕著なのは、「防災面・医療面の強化や、生活に不可欠な水道などの

安定的な確保」についてであり、北九州市東部、北九州市西部では 30%を超えているが、「下

関市２（本庁所管、彦島）」地区においては 19.7%にとどまっている。 
 広域連携に必要性について、市民は「地域経済の活性化」に重きを置いている市民が多

い事は、行政側は認識しておくべき事項であろう。 
 
３ 住んでいる市が連携すべきと考える他市町村 

 「現在お住まいの市が、近隣の他の市町村と連携する場合、特に連携が必要だと感じる

市町村」について、3 つまで複数回答可として尋ねた。選択肢 2)には山口県内 9 市（下関市、

宇部市、山口市、萩市、防府市、長門市、美祢市、周南市、山陽小野田市）、福岡県内 20
市郡（北九州市、福岡市、久留米市、直方市、飯塚市、田川市、行橋市、豊前市、中間市、

宗像市、古賀市、福津市、宮若市、嘉麻市、遠賀郡の町村、鞍手郡の町村、嘉穂郡の町村、

田川郡の町村、京都郡の町村、築上郡の町村）およびそれ以外の市町村を自由記入式で回

答可能な形とし、また「一つもない、またはわからない」という選択肢も設けた。結果を

表 6 に示す。ここでは 4 地区別に、回答者比率 3%以上の相手先市町村のみ示している。 
 

表 6 住んでいる市が連携すべきと考える市町村 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政が提供

するサービ

スの質の維

持向上

行財政の効

率化

行財政の力

を強化して

県や国の仕

事を引き受

ける「地方

分権」の推

進

互いの市町

村の公共施

設やサービ

スの相互利

用化

地域経済の

活性化

道路や橋、

公共施設な

どの建設促

進

防災面・医

療面の強化

や、生活に

不可欠な水

道などの安

定的な確保

地域の教育

環境の向上

市民同士の

交流の進展

文化・ス

ポーツ活動

の活性化

その他

関門地域　計
 (n=1,089)

39.2% 32.0% 12.6% 41.1% 54.1% 18.0% 29.0% 6.3% 9.1% 13.5% 1.7%

下関市１（山陽・山陰・旧４町）
 (n=204)

34.8% 27.9% 16.7% 42.2% 58.3% 15.2% 26.0% 4.4% 11.3% 16.2% 1.5%

下関市２（本庁・彦島）
 (n=127)

40.2% 30.7% 16.5% 40.9% 59.1% 22.0% 19.7% 5.5% 7.1% 10.2% 4.7%

北九州市東部
 (n=379)

42.0% 34.0% 8.2% 37.7% 53.8% 17.9% 31.7% 7.4% 9.8% 13.2% 2.1%

北九州市西部
 (n=379)

38.5% 32.5% 13.5% 44.1% 50.4% 18.2% 31.1% 6.6% 7.9% 13.5% 0.3%

：各地区で第１位の理由 ：各地区で第２位の理由 ：各地区で第３位の理由

下関市１（山陽・山陰・旧４町）下関市２（本庁・彦島） 北九州市東部 北九州市西部

順位  (n=204)  (n=127)  (n=379)  (n=379)
1 北九州市 84% 北九州市 90% 下関市 66% 下関市 45%
2 山陽小野田市 31% 宇部市 28% 福岡市 47% 福岡市 44%
3 宇部市 28% 山陽小野田市 22% 行橋市 21% 中間市 37%
4 長門市 16% 山口市 14% 京都郡の町村 17% 遠賀郡の町村 22%
5 山口市 11% 長門市 13% 中間市 13% 直方市 16%
6 福岡市 8% 福岡市 13% 1つもない、わからない 13% 1つもない、わからない 15%
7 美祢市 7% 1つもない、わからない 6% 直方市 7% 宗像市 7%
8 萩市 6% 美祢市 6% 宗像市 4% 行橋市 6%
9 1つもない、わからない 6% 萩市 4% 遠賀郡の町村 4% 京都郡の町村 5%

10 田川市 4%
注）３％以上の回答があった市町村を抜粋

注）現在の居住市は回答対象外
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 連携相手先として、下関市民は北九州市、北九州市民は下関市を挙げる回答が最も多く、

関門両市が市民にとっても密接な関係にあると感じられていることが分かる。しかし、下

関市側は 84～90%の市民が北九州市と回答しているのに対し、北九州市側は 45～66%が下

関市と回答しており、大きな違いがある。下関市の方が「思い」が強い状況と言える。な

お、北九州市西部では下関市とする回答と福岡市とする回答がほぼ同じになっている。同

じ市内においても市民の考える連携相手先市町村は地区によって傾向が異なる。 
 なお、北九州市の両地区で 45%前後、そして下関市においても 10%前後が福岡市と回答

していることは、福岡市の影響力の大きさを示していると言えよう。 
 
４ 小括 

 本章において明らかとなった「広域連携のあり方に関する意識」の主な傾向について、

以下にまとめる。 
○ 近隣市町村との広域連携については、多くの市民が必要性を感じている。 
○ 連携の目的としては、「地域経済の活性化」を挙げる市民が特に多く、次いで、「互い

の市町村の公共施設やサービスの相互利用化」、「行政が提供するサービスの質の維持向

上」などとなっている。 
○ 連携相手先として、下関市民は北九州市、北九州市民は下関市を挙げる回答が最も多

く、関門両市が市民にとっても密接な関係にあると感じられている。しかし、北九州市

側の方が、双方の関係性への意識については希薄な傾向がある。 
○ 同じ市内においても、市民の考える連携相手先市町村は地区によって異なる。 
 
 
Ⅲ 関門連携に関する意識 

 
 広域連携のあり方について回答者に考察を求めた上で、北九州市と下関市の行政・各種

団体等による「関門連携」に絞り、意識を尋ねた。 
 
１ 具体的な関門連携に関する認知度 

 多様な取り組みが見られる関門連携にうち、特徴的な 10 事業を取り上げ、それぞれにつ

いて認知度を 3 段階で尋ねた結果について、図 2 に示す。また、「内容をある程度知ってい

る」2 ポイント、「聞いたことはある」1 ポイント、「知らない」0 ポイントとして、各連携

事業別の平均ポイント（居住地区別ではなく関門地域合計）を算出し、ポイントが高い順、

つまり認知度が高い順に並べたものを表 7 に示す。 
 「(1) 関門地区で連携したイベントの開催や、観光促進の取り組み（関門海峡花火大会な

ど）」については認知度は高いものの、その他の事業については、「知らない」とする回答

者が大半を占める。ただし居住地区別にばらつきが見られ、全般に「下関市２（本庁所管・

彦島）」地区については各事業への認知度が比較的高く、北九州市西部地区については各 
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図 2 主な関門連携事業の認知度 
 

表 7 認知度の高い順に見た、主な関門連携事業 
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(2) 港湾（北九州港と下関港）の連携方策の検討
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(3) 関門地域共同研究 （北九州市立大学と下関市立大学による共同研究）
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(5) 市立図書館等の相互利用 （両市の図書館で貸出利用が可能）
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(6) こども文化パスポート事業 （文化施設等の無料・割引パスポート）
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(7) 市立施設の高齢者の相互利用
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北九州市東部 (n=379)

北九州市西部 (n=379)

内容をある程度知っている 聞いたことはある 知らない

(8) 関門景観条例の制定 （両市で同一条文、同一名称の条例）
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3.9%
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下関市２（本庁・彦島） (n=127)

北九州市東部 (n=379)

北九州市西部 (n=379)

内容をある程度知っている 聞いたことはある 知らない

(9) 下関市と北九州市との消防相互応援協定

6.7%

10.3%

11.0%

6.9%

3.2%

24.1%

33.3%

30.7%

19.5%

21.4%

69.2%

56.4%

58.3%

73.6%

75.5%
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下関市２（本庁・彦島） (n=127)
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内容をある程度知っている 聞いたことはある 知らない

(10) 関門トップ会談の開催 （1987年から実施されている、両市長による会談）

順位 連携の種類 認知度ポイント
1 (1) 関門地区で連携したイベントの開催や、観光促進の取り組み 1.46
2 (2) 港湾（北九州港と下関港）の連携方策の検討 0.59
3 (6) こども文化パスポート事業 0.46
4 (10) 関門トップ会談の開催 0.37
5 (5) 市立図書館等の相互利用 0.33
6 (3) 関門地域共同研究 0.32
7 (8) 関門景観条例の制定 0.31
8 (4) 関門地域次世代若者交流イベントの開催 0.31
9 (7) 市立施設の高齢者の相互利用 0.24
10 (9) 下関市と北九州市との消防相互応援協定 0.20
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事業への認知度が低い傾向が見られる。 
 なお、「関門地域共同研究」については、「知らない」とする回答者が全体の 74.8%とな

っており、認知度は高いとは言えない。ただし、選択肢として挙げた 10 事業の中での認知

度は中程度となっている。 
 
２ 関門連携の必要性に対する認識 

 つぎに、「北九州市と下関市の行政や様々な団体による「関門連携」を進め、北九州市と

下関市の関係が深まっていくことについてどのようにお考えになりますか。」という点につ

いて、択一式で尋ねた結果を図 3 に示す。 
 各地区とも、「どちらかと言えば必要だと思う」が最も多く、47.2%～59.6%となってい

る。次いで多いのは「とても必要だと思う」であり 25.3%～42.5%となっている。連携に肯

定的な回答が占める割合は、約 80～90%という高い比率になっている。地区別にみると、

「下関市２（本庁所管・彦島）」地区において必要と考える人の比率が最も高く、北九州市

西部地区において最も低くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 関門連携の必要性に対する認識 

 
３ 小括 

 本章において明らかとなった「関門連携に関する意識」の主な傾向について、以下にま

とめる。 
○ 主な関門連携事業のうち、「関門地区で連携したイベントの開催や、観光促進の取り組

み（関門海峡花火大会など）」については認知度は高いものの、その他の事業については

認知度は低い。また、居住地区別にばらつきが見られ、全般に「下関市２（本庁所管・

彦島）」地区においては認知度が高く、北九州市西部地区においては認知度が低い傾向が

見られる。 
○ 関門地域共同研究については、認知度は高いとは言えない。 
○ 北九州市と下関市の行政や様々な団体による「関門連携」を進め、北九州市と下関市

の関係が深まっていくことについては、約 80～90%の回答者が必要性を感じている。 
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わからない
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Ⅳ 道州制に関する意識 

 
 広域連携・関門連携から視点を変え、道州制に関する意識について尋ねた。 
 
１ 地方分権の必要性に対する認識 

 地方分権について概説した上で 3)、「現在のお住まいの市への地方分権が進むことについ

て、どうお考えですか。」という点について、択一式で尋ねた結果を図 4 に示す。 
 各地区とも、「どちらかと言えば必要だと思う」が最も多く、53.5%～59.1%となってい

る。次いで多いのは「とても必要だと思う」であり 15.0%～27.6%となっている。地方分権

に肯定的な回答が占める割合は約 75～80%となっている。地区別にみると、「下関市２（本

庁所管・彦島）」地区において必要と考える人の比率が最も高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 地方分権の必要性に対する認識 

 
２ 道州制議論への理解度に関する認識 

 道州制については、論者によって様々な主張があり、道州制という言葉を認知している

市民一人ひとりが思い描いている制度イメージが大きく異なる可能性がある。 
 こうしたことから、「最近、全国で「道州制」に関する様々な議論が行われています。あ

なたは、「道州制に関する議論」について、ご自身の理解の状況をどのように感じておられ

ますか。」という点について、択一式で尋ねた。結果を図 5 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 道州制議論への理解度 
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 「下関市２（本庁所管・彦島）」地区を除いて概ね傾向は同じであり、「よく理解してい

るつもりだ」が約 3%、「少し理解しているつもりだ」が約 25%、「どちらとも言えない」が

約 37%などとなっている。「下関市２」地区については、理解度の高い認識の比率が高い。 
 道州制についての理解度に対する認識は多様と言え、今後の道州制に関する議論に際し

て市民意見を把握する際には留意が必要であろう。 
 
３ 道州制のメリット・デメリットに対する認識 

 次に、「道州制とはどのような制度なのか」について簡単な考え方を示した上で 4)、一般

的な道州制導入のメリット・デメリットに関する 10 項目を挙げ、それぞれについて当ては

まると思うかどうか尋ねた。結果を図 6 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 道州制のメリット・デメリットに対する認識 
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(1) 県境が無くなるので、仕事や生活にメリットがある
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(2) 県境が無くなるので、地域経済が活性化する
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(3) 国の仕事が身近なところ（道州政府）に移ってくるので、仕事や生活にメリットがある
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(4) 国の仕事が身近なところ（道州政府）に移ってくるので、地域経済が活性化する
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(5) 身近な行政サービスが良くなる
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(6) 地域特性に応じた政策を行うことができる
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そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない わからない

(7) 行財政の効率化を進めることができる
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(8) 日本国内での地域間格差が大きくなる
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そう思う どちらかと言えばそう思う どちらかと言えばそう思わない そう思わない わからない

(9) 同じ道州内での地域間格差が大きくなる
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(10) 日本国の一体感が薄くなるのではないかと心配である
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 この設問に関しては、本調査の他設問と比較し、地区間の差は小さい。各地区とも概ね

同じような回答傾向にある。 
 それを踏まえ、関門地域合計の結果について、「そう思う」と「どちらかと言えばそう思

う」の合計比率が高い順に項目を並べ変えたものを図 7 に示す。なお、10 項目中、(1)～(7)
の 7 項目については道州制に対して肯定的な表現の設問であり、残り 3 項目は道州制の負

の側面に注目した設問であるため、分けて整理している。 
 道州制に対して肯定的な表現の 7 項目のうち、最も肯定度合いの高い項目は「地域特性

に応じた政策を行うことができる」であり、次いで多いのは「行財政の効率化を進めるこ

とができる」である。道州制に関し、政策の自由度向上、行財政改革への注目度が高いと

言えよう。次いで、国から道州への権限移譲に起因する 2 項目が続き、その後に県境が無

くなることに起因する項目等となっている。「県境が無くてなるので、仕事や生活にメリッ

トがある」については、肯定的な意見よりも否定的な意見の方が多い。関門地域において

県境を跨いだ連携が日常的に行われているため、県境の存在があまり意識されていないと

いう背景がある可能性はあるが、一般的に道州制のメリットとして言われがちな「県境が

なくなる」という点は、住民にとっては訴求力があまり無い可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 道州制のメリット・デメリットに対する認識（回答傾向別） 
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【道州制の負の側面に注目した設問】 ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐
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 道州制に負の側面に着目した設問については、「日本国内での地域間格差が大きくなる」

について、ほぼ半数が「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」と回答している。権限や

財源の移譲等を伴う大規模な地方分権が「地域間格差を高める可能性がある」という点を、

関門地域の多くの住民が冷静に受け止めていると言えよう。一方、近年の道州制反対論の

中で強まりを見せていると感じられる「日本国の一体感が薄くなるのではないかと心配で

ある」という点については、「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」が約 25%、「そう思

わない」「どちらかと言えばそう思わない」が 59.4%となっている。道州制については、国

の一体感の阻害にはならないと考えている市民の方が多く、この点についても関門地域の

多くの住民は道州制議論を冷静に受け止めていると言えよう。 
 
４ 道州制が導入された場合の北九州市と下関市の位置づけに関する認識 

 最後に、「仮に道州制が導入された場合、北九州市と下関市の位置づけはどのようになる

のがよいとお考えですか。」という点について、択一式で尋ねた結果を図 8 に示す。 
 下関市については両地区とも「北九州市と下関市で、1 つの州（あるいは特別な市）をつ

くる」とする回答が最も多く、次いで「北九州市は九州、下関市は中国（または中四国）

でまとまる」、「北九州市、下関市ともに、九州でまとまる」となっている。特に「下関市

２（本庁所管・彦島）」地区においては、「北九州市と下関市で、1 つの州（あるいは特別な

市）をつくる」が 46.5%を占めている。一方、北九州市については「北九州市は九州、下

関市は中国（または中四国）でまとまる」が約 45%で最も多く、次いで「北九州市、下関

市ともに、九州でまとまる」と「北九州市と下関市で、1 つの州（あるいは特別な市）をつ

くる」が同程度（各 17～21%程度）で多くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 道州制が導入された場合の北九州市と下関市の位置づけに関する認識 
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72 

 従来の道州制議論における、いわゆる「区割り」では、北九州市は九州、下関市は中国

（または中四国）という考え方が一般的である。一方、北九州市と下関市が合併して「関

門特別市」をつくり、広域自治体（県または道州）に包括されない自治体となろうという

構想については、その源流は大正時代の中野金次郎 5)による提言に遡ることができ、2007
～2009 年頃には「関門地域の未来を考える研究会」においても話題にのぼった考え方であ

る。下関市民において、この「関門特別市」についての支持が高い点は、極めて注目すべ

き結果と言えよう。山口県内の各市町村とともに中国（あるいは中四国）としてまとまろ

うとする意見よりも、それらから離れて独立する、あるいは北九州市とともに九州として

まとまるという意見が多いことは、県内最大の都市でありながらも県庁所在地ではなく、

また経済面で九州との結びつきが深いという下関市の置かれている特殊性が背景にあると

考えられる。ただし、北九州市民においても、関門特別市構想への支持が約 18%ある点は

注目すべきであり、また、下関市を九州として位置づける回答も 18～20%と少なくない値

であることは、北九州市と下関市を一体的な地域として認識している人が多いことが背景

にあると考えられる。 
 特別市となることや、県を分割する形で道州制の区割りを導入することに関しては、道

州制の議論が今後仮に進んでいく場合においても、実現にむけて相当な困難が予想される

仕組みであると考えられるが、北九州市民、下関市民の中には、こうした新たな仕組みを

望ましいと考える市民が少なからず存在する可能性がある点は、注目すべきである。今後

の関門地域における地方自治等を巡る議論においては、こうした点を踏まえておくべきと

考える。 
 
５ 小括 

 本章において明らかとなった「道州制に関する意識」の主な傾向について、以下にまと

める。 
○ 地方分権については、必要性を感じている市民が大半を占める。 
○ 道州制についての理解度に対する認識は多様な状況にあり、今後の道州制に関する議

論に際して市民意見を把握する際には、市民一人ひとりの理解度が違う、あるいは認識

が異なるであろう点に十分な留意が必要である。 
○ 道州制に関し、「地域特性に応じた政策を行うことができる」、「行財政の効率化を進め

ることができる」と認識している人が多い。一般的に道州制のメリットとして言われが

ちな「県境がなくなる」という点は、住民にとっては訴求力があまり無い可能性がある。 
○ 道州制に関し、「日本国内での地域間格差が大きくなる」と認識している人が多い。権

限や財源の移譲等を伴う大規模な地方分権が「地域間格差を高める可能性がある」とい

う点を、関門地域の多くの住民が冷静に受け止めていると言える。 
○ 道州制が導入された場合の北九州市と下関市の位置づけについて、下関市民において

は、いわゆる「関門特別市」への支持が高い。北九州市民においては「北九州市は九州、

下関市は中国（または中四国）でまとまる」が最も支持されているが、下関市と一体と
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なることへの支持も高い。北九州市と下関市を一体的な地域として認識している人が多

いことが背景にあると考えられる。今後の道州制等を巡る議論に際しては、こうした点

を踏まえておく必要がある。 
 
おわりに 

 本稿では、2013 年 3 月に関門地域住民を対象に実施した「広域連携および道州制に関す

る市民意識調査」の概要について、基礎的な結果をとりまとめた。 
 日本における道州制議論が改めて活発化する可能性がある中、広域連携の枠組みや取り

組み内容の検討、あるいは道州制の導入に向けた議論等を行って行くには、本調査研究で

明らかとしている市民意識の状況を十分踏まえることが必要である。 
 2013 年度においては、市民意識調査結果について居住地域別の分析等を行うとともに、

政府その他において再び活発化することが見込まれる道州制議論等の動向を踏まえた上で、

関門地域における広域連携や道州制議論を巡る課題や論点等について考察していきたい。 
 
注 

1) 本多・本川（2005）などが詳しい。 
2) 回答に際しては、回答者が現在住んでいる市は選択できないこととした。 
3) 設問文において、『現在、国の持っている権限を県や政令指定都市・中核市などに移し、

県の持っている権限を市町村に移そうという「地方分権」を進めようという取り組みが

進められています。』という説明を行った上で回答を求めた。 
4) 設問文において、『「道州制とはどのような制度なのか」については、「いくつかの県が 1

つになり、現在、国が行っている仕事を新しい自治体で引き受けるようになる」といっ

た程度しか共通認識はなく、はっきりとした定義はありません。』という説明を行った上

で回答を求めた。 
5) 中野金次郎は、1882 年に現在の北九州市若松区で生まれ、現在の日本通運の母体である

国際通運の社長や、旧・興亜火災海上保険の社長などを務めた実業家である。門司市議

会議員や門司商工会議所会頭、東京商工会議所副会頭などの公職も務めた。1923 年にま

とめ、1925 年に出版した『海峡大観』において、関門海峡を挟む地域で合併を行い、山

口県にも福岡県にも属さない「海峡府」または「関門県」をつくる構想を提示している。 
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